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第 1 節 本稿の課題  
１．問題意識  
 ルドルフ・ベルンハルト（Rudolf Bernhardt）が 1999 年の論文で指摘してい
た通り、近年、条約解釈における時間の問題が重要な問題として認識されてき
ているように思われる 1。それは、発展的解釈に関する論考やモノグラフが続々
と公表されていることや 2、国連国際法委員会（以下「 ILC」と略）が 2009 年か
 
                                                        
1 Rudolf Bernhardt, “Evolutive Treaty Interpretation, Especially of the European 






189-190 頁。  
2 発展的解釈に関する近年の主要な論文として、松井芳郎「条約解釈における




『国際法研究』第 3 号（ 2015）、Malgosia Fitzmaurice, “Dynamic (Evolutive) 
Interpretation of Treaties Part I and Part II,”  Hague Yearbook of International Law ,  
Vol.21-22 (2008-09); Ulf Linderfalk , “Doing the Right Things for the Right Reason: 
Why Dynamic or Static Approaches Should be Taken in the Interpretation of Treaties,” 
International Community Law Review , Vol.10 (2008);  Julian Arato, “Subsequent 
Practice and Evolutive Interpretation: Techniques of Treaty Interpretation over Time 
and Their Diverse Consequences,”  The Law and Practice of International Courts and 
Tribunals ,  Vol.9 (2010); Pierre-Marie Dupuy, “Evolutionary Interpretation of 
Treaties: Between Memory and Prophecy,” in Enzo Cannizzaro (ed.), The Law of 
Treaties Beyond the Vienna Convention  (Oxford University Press, 2011); Giovanni 
Distefano, “L’interpretation évolutive de la norme internationale,” Revue Générale 
de Droit International Public ,  Vol. 115 (2011)。   
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3 ILC は、ノルテ（Georg Nolte）を議長として 2009 年に「時間の経過した条
約（ treaties over time）」研究部会を設立し検討を開始した。その後 2013 年か
らは、ノルテを特別報告者として正式議題として 2015 年 6 月現在も検討を続
けてられている。また、この ILC の作業に関連して出版された論文集とし
て、Georg Nolte (ed.), Treaties and Subsequent Practice  (Oxford University Press , 
2013) がある。  
4 Eirik Bjorge, The Evolutionary Interpretation of Treaties  (Oxford University 
Press, 2014), pp.188-193. 
5 James Crawford, Brownlie’s Principles of Public International Law  (Oxford 























「条約法条約」略）第 31 条及び第 32 条に規定される解釈規則 7は、るつぼに投
入できる解釈要素を特定した規定であるとみることができる 8。具体的には、第
31 条 1 項は、用語の通常の意味、文脈、趣旨及び目的、など主に条約に内在す
る解釈要素を規定する。同条第 2 項は、文脈の内容について規定しており、そ
れには前文及び附属書を含む条約文のほか、条約の締結に関連する合意という
条約に外在する解釈要素も含まれることを規定している（同項 (a),(b)）。第 3 項
 
                                                        
6 ILC も条約法条文草案（ 1966 年）に対するコメンタリーにおいて、このるつ
ぼの比喩に依拠していた（Yearbook of the International Law Commission ,  1966, 
Vol.II,  pp.219-220, para.8.）。See also, Mark E.Villiger, “The Rules on Interpretation: 
Misgivings, Misunderstanding, Miscarriage? The ‘Crucible’ Intended by the 
International Law Commission,” in Enzo Cannizzaro (ed.), The Law of Treaties 




8  解釈規則の解釈を包括的に扱う近年の研究として、Alexander Orakhelashvili ,  
The Interpretation of Acts and Rules in Public International Law  (Oxford University 
Press, 2008), Chapter 10; Richard Gardiner, Treaty Interpretation  (Oxford University 
Press, paperback edition,  2010); Ulf Linderfalk,  On the Interpretation of Treaties: 
the Modern International Law as Expressed  in the 1969 Vienna Convention on the 
Law of Treaties  (Springer, 2010)。  
  
 























うことである。例えば、第 31 条 2 項の（ a）（b）の関連する合意や第 32 条の
補足的手段としての準備作業も締結時に関係づけられた解釈要素であると言え
る。反対に、第 31 条 3 項（ a）および（ b）に規定される後の合意と後の慣行は、
「後の（ subsequent）」という文言から、そもそも条約が締結された後に成立し
た解釈要素であることがわかる。  
これに対して、条約法条約第 31 条 1 項に規定される用語の通常の意味、文脈




デュピー（Pierre-Marie Dupuy）は、第 31 条 3 項（b）など時間に関連付けられ
 




























問題は、主に条約法条約第 31 条 3 項（ c）の「国際法の関連規則」との関係で
論じられることが多かった 12。すなわち、いかなる場合に解釈時における「国際
法の関連規則」を考慮に入れられるのかという問題提起である。これに対して、
本稿が基準時論を展開する射程は、第 31 条 3 項（ a）及び（ b）の後の合意や後




                                                        
10 P. M. Dupuy, supra note 2, p.127. 
11 典型的には、R. Bernhaldt, supra note 1, p.12 
12 このような研究として、松井「前掲論文」（注 2）、U. Linderfalk, supra  
note 2; Campbell McLachlan,  “The Principle of Systemic Integration and Article 
31(3)(c) of the Vienna Convention,”  International and Comparative Law Quarterly , 
Vol.54 (2005), esp pp.316-318。  
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第三に、本稿の扱う素材の新しさである。先に、 ILC が 2009 年から後の合
意・慣行の再検討を行っていることについて触れた。本稿は、この ILC の作業
の成果をいち早く取り入れている点にも特長がある。  
 続いて、本稿の具体的な検討対象とその視角の説明に移る。  
 






まず「同時性の原則（ principle of comtemporaneity）」についてである。同時
性の原則は、先に見た条約法条約の解釈規則には明示の規定の存在しない条約
 
                                                        
13 もっとも、先行研究においても本稿と同程度の広さの射程をとっているも
のもある。そのような研究として、 J. Arato, supra note 2 と  G. Distefano, supra 
note 2 がある。  
14 典型的には、U. Linderfalk, supra  note 2 参照。  
15 ただし、本稿の検討対象の一つである、後の慣行に関しては、その展開過程
を検討する先行研究が存在する。そのような研究として、西元宏治「条約解釈
における『事後の実行』」『本郷法政紀要』第 6 号（1997）、Jean-Pierre Cot, “La 
conduit subsequent des parties a un traité,” Revue Général de Droit International 
















まず「後の合意・慣行（ subsequent agreements/ practice）」に関しては、先に


















                                                        
16 同時性の原則が ILC における条約法条約の起草過程において、一時的に解
釈規則に含められたものの、最終的に削除されたことについては、第 1 章第 2
節で触れる。  
17 そのような広い定義を採用していると思われる論考として、G. Distefano, 
supra note 2, pp.373-374; 岡田「前掲論文」（注 2）105、137 頁。  
18 この点につき、端的には第 3 章第 2 節第 2 項 5．「まとめ」参照。  
19 両者を区別する立場をとるものとして、R. Gardiner, supra  note 8, pp.242-
243; J. Arato, supra  note 2, pp.455-477; E. Bjorge, supra note 4, pp.76-77. 
  
 

































                                                        
20 Dispute regarding Navigational and Related Rights (Costa Rica v. Nicaragua), 
I.C.J. Reports 2009 ,  p.213. 
21 通航権事件の事実関係についてより詳しくは、第 3 章第 2 節第 2 項 5．「通
航権事件 ICJ 判決」参照。  
22 I.C.J. Reports 2009 ,  p.242, paras.63-64. 
  
 




 また発展的解釈のより精確な内容であるが、上記の ICJ による発展的解釈の
理解にも表れているように、それは条約締結後の国際法の発展を考慮に入れる
ことと密接に関係している。このため発展的解釈は、これまで専ら条約法条約




























                                                        
23 例えば、C. McLachlan,  supra  note 12, pp.316-318。さらに、第 3 章第 2 節第
2 項 3．「 ILC 国際法の断片化研究部会での検討」も参照。  
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れば、条約の種類、対象分野を問わず、検討対象なるということを意味する。









る（第 3 節）。  
 第 2 章では、本稿の主たる検討対象の一つである、後の合意・慣行について
扱う。まず、後の合意・慣行が条約を解釈時に照らして解釈することを可能に
する論理を明らかにした後（第 2 節）、それがどのような条件の下、援用し得
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第 1 章 同時性の原則とその変容                    
―条約解釈基準時としての締結時―  
 
























も併せて明らかにする（第 2 項）。  
 
第 2 節 条約法条約成立以前の同時性の原則  
第 1 項 G.フィッツモーリスの解釈理論  
管見の限り、同時性の原則という言葉を初めて用い、それを明確な形で条約











同時性の原則を含む、6 つの解釈原則を特定した。すなわち、第 I 原則「現実性
（文言）の原則」、第 II 原則「自然かつ通常の意味の原則」、第 III 原則「一
体性の原則」、第 IV 原則「有効性の原則」、第 V 原則「後の慣行の原則」、そ
して、第 VI 原則「同時性の原則」の 6 原則である 24。その中で、同時性の原則
は、以下のように定式化されている。  
  
   VI．同時性の原則  
   条約の用語は、条約が最初に（ originally）締結された時に、有していた
叉は与えられていたであろう意味に従い、かつ当時の言語の用法（ current 






この原則の重要性を説いている 26。  
フィッツモーリスは、この原則を実際に適用した事例として、1952 年のモロ




が、相互間で紛争が生じる場合（ shall have any dispute with each other）、領事
は、当事者間で決定を与える。･･････」と規定していた。解釈上、問題となっ
たのは、第 20 条にいう「紛争（ dispute）」の範囲であった。すなわち、アメリ
 
                                                        
24  Sir Gerald Fitzmaurice, “The Law and Procedure of the International Court of 
Justice 1951-4: Treaty Interpretation and Other Treaty Points,” British Yearbook of 
International Law ,  Vol.33 (1957), pp.211-212. 
25 Ibid. , p.212. 
26 Ibid. , p.226. 
27 Case Concerning Rights of Nationals of the United States of America in Morocco, 
Judgment of August 27 t h , 1952: I.C.J. Reports 1952, p.176. 
28 G. Fitzmaurice, supra  note 24, p.226. 
  
 






   1836 年条約は、アメリカ合衆国とモロッコの間で 1787 年に締結された
条約を置き換えたものである。この二つの条約は、文言においても実質
的に同一であり、第 20 条及び 21 条はどちらも同じである。従って、第
20 条の条文、特に、「その相互間で紛争が生じる場合」という表現を解
釈する場合には、二つの条約が締結された当時の「紛争」という言葉の





















                                                        
29 I.C.J. Reports 1952, p.189．  
30 Ibid .  
31 G. Fitzmaurice, supra  note 24, p.225. 
32  Sir Gerald Fitzmaurice, “The Law and Procedure of the International Court of 
Justice 1951-4: General Principles and Sources of Law ,” British Yearbook of 
International Law ,  Vol.30 (1953), p.5. 
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裁判における仲裁人マックス・フーバー（Max Huber）の以下の一節である。  
 






























                                                        
33 Island of Palmas case (Netherland, USA), 4 April 1928, Reports of International 
Arbitral Awards, Vol.II ,  p.845. 
34 Ibid . , p.843.  
35 G. Fitzmaurice, supra  note 24, p.225. 
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ち権利の継続した表示も法の発展によって要請される条件に従うよう要






























                                                        
36 Island of Palmas case (Netherland, USA), 4 April 1928, Reports of International 
Arbitral Awards, Vol.II ,  p.845. 
37 許淑娟『領域権原論』（東京大学出版会、 2012）128 頁。  
38 同上、松井「前掲論文」（注 2）107 頁。  
39 G. Fitzmaurice, supra  note 32, p.6. 
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40、それまでの過程においては、同時性の原則も議論に上っていた。ILC におけ




同時性の原則の定式化は、まず、ウォルドックが 1964 年に提出した、第 3 報
告書第 56 条に見出すことができる。この規定は、「時際法」というタイトルの
下、条約法条約草案第 3 部「条約の適用、効果、改定及び解釈」の第 1 節「条
約の適用及び効果」に配置されており、形式的には同部第 3 節の「条約の解釈」
の規定ではない。けれども、同条は、実質的に条約の解釈の時間的側面と密接
な関係をもっているため、重要である。第 56 条は以下のように規定する。  
 
  第 56 条 時際法  
  1．条約は、それが作成された時に効力を有していた法に照らして解釈す
る。  
  2．第 1 項に従うことを条件に、条約の適用は、それが適用される時に効




するため、第 56 条の第 1 項に限定し検討することにしよう（なお、時際法の第




ある 42」と述べ、条約に対する時際法の適用を主張した。  
 そしてウォルドックは、この第 56 条 1 項の規則が実際に適用された事例を
挙げる。引用されているのは、①グリスバダルナ事件仲裁（ 1909 年）、②北大
西洋沿岸漁業事件仲裁（ 1910 年）、③アブダビ仲裁（ 1951 年）、及び、④モロ
ッコにおける米国民の権利事件 ICJ 判決（1952 年）の 4 つの事例である 43。④
の米国民の権利事件は、前述したので、ここでは、①～③を概観してみること
 
                                                        
40 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.222, para.16.  
41 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, pp.8-9. 
42 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.9, para.1.  
43 Ibid. , p.9, para.2. なお、アブダビ仲裁は、脚注においてでの引用である。  
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としよう。  









 一方、②の北大西洋沿岸漁業事件仲裁（ 1910 年） 47においては、アメリカと






それぞれ３カイリの合計 6 カイリ）の湾に限られると主張した 49。しかし、裁
判所は「新たな原則の適用により、3 カイリ規則の厳格かつ統一的な適用から、
湾一般を除外している 1818 年の条約の解釈を制限することは出来ない。また
裁判所は、これに関連して、1818 年の条約以後の･･････国際的行為（ international 
acts）に基づいて、 10 カイリ叉は 12 カイリの範囲を除外する（＝ 10 カイリ又
は 12 カイリ以下を湾とみる―稲垣注）、その他の湾に対する領域主権に関する
原則についても認めることが出来ない 50」と述べアメリカの主張を退けた。加
えて裁判所は、3 カイリ規則の適用は 1818 年において交渉者たちの思考にあっ
 
                                                        
44 Affaire des Grisbadarna (Norvège, Suède), 23 October 1909, Reports of 
International Arbitral Awards ,  Vol.XI, pp.147-166、また本件については、 James 
Brown Scott, The Hague Court Reports  (Oxford University Press, 1916), pp.121-
140; 横田喜三郎『国際判例研究 III』（有斐閣、 1981）40-50 頁も参照。  
45 J. Scott, ibid. ,  pp.127-129. 
46 Ibid. , p.129. 
47 The North Atlantic Coast Fisheries Case (Great Britain, United States), 7 
September 1910, Reports of International Arbitral Awards, Vol.XI , pp.167-226. ま
た本件については、横田『前掲書』（注 44）51-69 頁、参照。   
48 Ibid. , p.195. 
49 Ibid. , p.196. 
50 Ibid .  
  
 





 ③のアブダビ仲裁（ 1951 年）52は、厳密に言うならば、条約の解釈ではなく、
















 以上のような事例を裏づけとして、起草された第 56 条 1 項であったが、 ILC
委員による議論の結果（この議論の内容に関しては第 3 章第 2 節第 1 項で論じ
る）、第 3 部第 3 節の「条約の解釈」の箇所で再考されることとなった 55。こ
の決定を受けて、ウォルドックは、「条約の解釈」の条文案（第 70-75 条）を
第 3 報告書補遺 3 として提出した。その第 70 条にも、同時性の原則の定式化




                                                        
51 Ibid., p.197. 
52 Petroleum Development Ltd. v. Sheikh of Abu Dhabi (Lord Asquith of 
Bishopstone, Umpire), September 1951, International Law Reports ,  Year 1951 
(1957), p.144. 
53 Ibid. , p.152. 
54 Ibid.  
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   第 70 条 一般規則  
   1．条約の用語は、次のとおり、各用語に与えられる自然かつ通常の意味
に従い、誠実に解釈する。  
   （ a）条約における文脈および条約全体での文脈において；  
   （b）条約締結時に効力を有していた国際法の規則の文脈において  
   2.･･････56 
 
 この第 70 条は、条約解釈の一般規則として提案されたものである。第 1 項
（b）は、「条約の締結時に効力を有していた国際法の規則」としており、ここ
に同時性の原則の要素を見出すことができる。ウォルドックはコメンタリーに
おいて、これら第 70 条から 73 条に規定される条約解釈の規則は、1956 年の万
国国際法学会の条約解釈に関する決議及び前述したフィッツモーリスの条約解
釈の 6 つの原則にインスピレーションを得たと述べている 57。その上で、フィ







この第 3 報告書第 70 条 1 項（b）に関しては、特にその「条約締結時に効力
を有していた」という文言について、委員の間で様々な議論が交わされた（第
3 章にて後述）が、規定はそのまま維持され、同年（ 1964 年）、「解釈の一般
規則」を扱う第 69 条の第 1 項（b）として採択される 60。ところが、 1966 年の
会期において、この「条約締結時に効力を有していた」という文言は削除され
61、条約法条約草案第 27 条 3 項（ c）として採択される 62（この背景についても
第 3 章にて詳述する）。そして、ウィーン外交会議を経て、この条文は、現在
 
                                                        
56 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.52. 
57 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, pp.55-56, paras. 
10-12. 
58 Ibid ,  pp.56-57, para.15. 
59 Ibid .  
60 Ibid. , p.199.  
61 特に、Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.I Part.II, p.199, 
para.10 を参照。  
62 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, pp.217-218. 
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のナミビア事件 ICJ 勧告的意見である。本事件の詳細については、第 3 章にて









また、序章で検討した 2009 年の通航権事件でも、 ICJ は、条約の解釈は締結
当時の当事国意思に従って行うべきであることを、以下のように述べていた。  
 















ても裁判所は、条約法条約第 31 条及び 32 条の原則を適用する際には、「条約
が締結された時点での条約の意味及び効果に関しての当事国の共通意思を特定






                                                        
63 Legal Consequences for States of the Continued Presence of South Africa in 
Namibia (South West Africa) notwithstanding Security Council Resolution 276 
(1970), Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1971 ,  p.31, para.53. 
64 Dispute regarding Navigational and Related Rights (Costa Rica v. Nicaragua), 
I.C.J. Reports 2009 ,  p.242, para.63. 
65 Railway Land Arbitration (Malaysia/Singapore) , Award of 30 October 2014 ,  
available at ‹http://www.pca-cpa.org/showpage.asp?pag_id=1598›  last accessed on 
1 June 2015. 
66 Ibid. , para.43. 
  
 



























1954 年から 1989 年までの国際司法裁判所の判例を分析した。その結果として、
彼は、フィッツモーリスの定式化した同時性の原則を、以下のような但書を付
け加えることによって補足（ supplement）するとしている。  
 
                                                        
67 このような理屈がどのように形成されてきたかについては、発展的解釈を
扱う第 3 章の第 2 節で詳述する。  
68 I.C.J. Reports 2009 ,  p.242, para.64.  
69 Ibid.  
70 I.C.J. Reports 1971 ,  p.31, para.53. 本事件における発展的解釈については、第
3 章において詳しく分析する。  
71 I.C.J. Reports 2009 ,  pp.243-244, paras.67-71. 本事件における発展的解釈につ
いても、第 3 章において詳しく分析する。  
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   但し、条約の中で用いられる用語若しくは表現の範囲叉は意味が法の発
展に従うべきであるということが当事国の意思であったと証明できる場
合には、条約はその意思に効果を与えるように解釈されなければならな




























                                                        
72 Hugh Thirlway, The Law and Procedure of the International Court of  Justice  
(Oxford University Press, 2013), p.305.  
73 Ibid. , p.307. 
  
 








水路の中央（ center of main channel）」が国境となるとしているのに対して、ド





















                                                        
74 Kasikili/Sedudu Island (Botswana/ Namibia) Judgment, I. C. J. Reports 1999,  p. 
1045. 
75 Ibid. , p.1062, para.25. 
76 例えば、2009 年の通航権事件 ICJ 判決多数意見及び同ギョーム特任裁判官
宣言参照（ I.C.J. Reports 2009 ,  p. 242, para.63 and p.295, para.11）。  
77 Case concerning the delimitation of maritime boundary between Guinea -Bissau 
and Senegal, Decision of 31 July 1989,  Reports of International Arbitral Awards ,  
Vol.20, p.119, International Law Reports ,  Vol.83 (1990), p.1.  
  
 




ら、1960 年協定は、当時存在しなかった海域を画定していないと結論した 79。  
 同じく 2002 年のエリトリア＝エチオピア国境委員会の決定 80においても伝
統的な意味の同時性の原則は確認されている。この委員会は、2000 年にエリト
リアとエチオピアが締結した協定に基づき設立され、エリトリアの宗主国であ












賛同し、諸条約を解釈する際にそれを心に留める 81。  
 
このように委員会は、伝統的な意味における同時性の原則に基づいて、条約の








                                                        
78 Reports of International Arbitral Awards , Vol.20, p.151, para.85.  
79 Ibid.  
80 Decision regarding Delimitation of the Border between Eritrea and Ethiopia, 13 
April 2002, Reports of International Arbitral Awards, Vol.XXV ,  pp.83-195. 
81 Ibid. , p.110, para.3.5.  
82 但し、同時性の原則に基づき導き出された条約解釈の結果は、最終的に後
の行為（ subsequent conduct）ないし effectivités に基づいて修正されていてい
る。この点については、許『前掲書』（注 37）269-270 頁。  
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第 2 章 後の合意・慣行の論理と条件                 
―条約解釈基準時としての解釈時（1）―  
 














 続く、第 3 節及び第 4 節においては、実際に後の合意・慣行を援用し得る条
件について検討する。第 3 節「条約法条約第 31 条 3 項（ a） ,（b）の解釈」で
は、後の合意と後の慣行を規定する条約法条約第 31 条 3 項（ a） ,（b）がこれ
までの国際判例に照らして、どのように解釈されたきたのかを検討することで、
同条における後の合意・慣行の援用条件を明らかにする。  
 第 4 節「広義の後の慣行」では、条約解釈に援用可能な後の慣行は、条約法
条約第 31 条 3 項（ b）の後の慣行に限られるのか、同条の要件を満たさない後
の慣行は条約解釈に援用できないのか、という問題を扱う。まず、この問題に
関してこれまでの学説の動向を確認した後（第 1 項）、国際判例を素材として、
このより柔軟な後の慣行の援用を具体的に検討したい（第 2 項）。  
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第 1 項 後の合意・慣行の理論的根拠  
条約の解釈に後の合意や慣行を援用できることは、古くから認められてきた。










   V．後の慣行の原則  
     条文を解釈する際、条約に関する当事国の後の行為及び慣行に訴え
ることは、正しい解釈は何かについて、実際に条約がどのように解釈さ
れてきたのかということから導かれる、最良で最も信頼のおける証拠を







多数の条約当事国の慣行や行為でなければならないとしている 86。  
それでは、なぜ条約解釈に後の慣行や合意の考慮が認められてきたのであろ




                                                        
83 一叉正雄「条約の解釈に関する研究」『早稲田法学』第 15 巻（1936）57-
58 頁（引用に際し旧字体を新字体に改めた）。  
84 G. Fitzmaurice, supra  note 24, p.221. 
85 Ibid. , 223. 
86 Ibid.  
  
 






interpretation）と呼ばれる 88。上記の ILC のコメンタリーも「委員会は、条約の
解釈につき生じた後の慣行であって、当事国の了解を確立したものは、･･････
解釈の公権的な手段（ authentic means of interpretation）として含められるべき
であると考えた 89」と述べており、後の慣行がこの公権的解釈に当たることを
認めていた。もっとも条約の解釈規則上、公権的解釈は、VCLT 第 31 条 3 項
（b）の後の慣行だけに限られるわけではなく、VCLT 第 31 条 3 項（ a）に規定
される後の合意も公権的解釈の一形態であると考えられている 90。両者の違い
は、後者は、明示の合意に基づく公権的解釈であるのに対して、前者の後の慣






法条約第 31 条 3 項柱書は、3 項（ a）,（b）の後の合意・慣行を「考慮する（There 
shall be taken into account）」としており、ここからその考慮が義務であること
がわかる。また条約法条約条文草案に対する ILC のコメンタリーもその考慮が
義務的であることを指摘している 94。  
それでは、さらに進めて、なぜ公権的解釈は、条約解釈上の高い価値を持つ
 
                                                        
87 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.221, para.15.  
88 岩沢雄司「自由権規約委員会の規約解釈の法的意義」『世界法年報』第 29 号




89 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.222, para.15.  
90 Mark E. Villiger, Commentary on the 1969 Vienna Convention on the Law of 
Treaties (Martinus Nijhoff Publishers, 2009), p.429.  
91 酒井ほか『前掲書』（注 88）280 頁〔濵本正太郎執筆箇所〕。実際、通航
権事件において ICJ は、31 条 3 項（b）の後の慣行を「当事国間の黙示の合
意」と解した（ I.C.J. Report 2009 ,  p.242, para.64.）。  
92 岩沢「前掲論文」（注 88）60 頁。  
93 M. Villiger, supra  note 90, p.429. 
94 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.220, para.9.  
  
 


































                                                        
95 Question of Jaworzina (Polish-Czechoslovakian Frontier), P.C.I.J, Series B, 
Advisory Opinion No.8, 6 December 1923 ,  p.37.  
96 M. Villiger, supra  note 90, p.429, para.16; Oliver Dörr, “Article 31,”  in Oliver 
Dörr and Kristen Schmalenbach (eds.), Vienna Convention on the Law of Treaties  
(Springer, 2012),p.523, para.20, p.555, para.76  
97 特に後の慣行の機能の発展に着目した重要な論考として、西元「前掲論
文」（注 15） ; J. Cot, supra note 15。  
  
 






結時の当事国の意思に関する高い証拠的価値（ probative value）を有する 98」と
述べている。ここでは、後の慣行の援用が、締結当時の当事国意思を明らかに
するために限定されていることが分かる。  




   二国間条約または多数国間条約の当事国の後の行動（ subsequent conduct）
は、その文書が締結された時の当事国の意思を明らかにし得ること、そ
してそれ故に正当な解釈の基準を提供し得ることは、言うまでもなく、








来ないというスペンダー裁判官の中心的主張 100の論拠の一つになる。  
 また、このような後の慣行の理解は、国際裁判の多数意見においても表明さ
れている。その最も代表的な例は、常設国際司法裁判所（以下「 PCIJ」と略）
のローザンヌ条約第 3 条 2 項の解釈事件 101勧告的意見（1925 年）である。本事
件では、ローザンヌ条約第 3 条 2 項が、トルコと英国の委任統治下のイラクの
国境画定に関してトルコと英国の合意によって解決できない場合に連盟理事会
 
                                                        
98 McNair, The Law of Treaties  (Oxford Clarendon Press, 1961), p.424。  
99 Certain Expenses of the United Nations (Article 17 Paragraph 2, of the Ch arter), 
Advisory Opinion of 20 July 1962, Separate Opinion of Judge Percy Spender, I.C.J. 
Reports 1962 ,  p.189. 
100 Ibid. , p.192. 
101 Interprétation de l’article 3‚ paragraphe 2‚ du traité de Lausanne  (Frontière 
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に紛争を付託するとしているところ、それに基づきなされる連盟理事会の決定































                                                        
102 Ibid. , p.24. 
103 Oliver Dörr, supra  note 96, p.536, para.28.  
104 Corfu Channel case, Judgment of April 9th, 1949:  I.C.J. Reports 1949, p.25. 
  
 



























も原文の枠内において当事国の後の意思（ subsequent intentions） に効果を与え
ることができることにある 108」と主張している。また別の箇所では、条約草案
第 27 条 3 項（b）にいう当事国の合意を確立する後の慣行には、「当事国の原
 
                                                        
105 G. Fitzmaurice, supra  note 24, p.225. 
106 Sir Gerald Fitzmaurice , “Hersch Lauterpacht－The Scholar as Judge Part III,”  
British Yearbook of International Law ,  Vol.39 (1963), pp.166-167. 
107 西元「前掲論文」（注 15）222 頁。  
108 Francis G. Jacobs, “Varieties of Approach to Treaty Interpretation: With Special 
Reference to the Draft Convention on the Law of Treaties before the Vienna 




















判決が、本稿冒頭で紹介した、2009 年の通航権事件 ICJ 判決である。同判決は、












                                                        
109 Ibid. , p.331.なお、これは「後の慣行による条約の修正」を規定する条約法
条約草案第 38 条がウィーン外交会議において削除されたことを知った上での
評価である。  




111 西元「前掲論文」（注 15）232 頁。  
112 Dispute regarding Navigational and Related Rights (Costa Rica v. Nicaragua), 
I.C.J. Reports 2009 ,  p.242, para.64.  
  
 

























                                                        
113 First Report on Subsequent Agreements and Subsequent Practice in Relation to 
Treaty Interpretation by Georg Nolte, Special Rapporteur , U.N.Doc.A/CN.4/660 (19 
March 2013).  
114 Ibid. , p.23, para.54.  
115 例えば、U.N.Doc. A/CN.4/SR.3159 (27 September 2013), p.7 (Tladi); 
A/CN.4/SR.3160 (13 May 2013), p.3 (Micheal Wood), p.4 (Huang); 
A/CN.4/SR.3162 (7 June 2013), p.7 (Escobar Hernández)。また、この結論にする
より根本的な批判として、U.N.Doc. A/CN.4/SR.3162 (7 June 2013), p.5 (Murase, 
Wisnumurti)。   
116 U.N.Doc. A/CN.4/SR.3172 (25 June 2013), p.5.  
117 最終的に暫定採択された結論は以下のとおりである（ International Law 
Commission, Report on the work of its sixty -fifth session (6 May to 7 June and 8 
July to 9 August 2013) ,  U.N.Doc. A/68/10 (2013), p. 24）。  
「第 31 条及び第 32 条の下での、後の合意と後の慣行は、条約締結時の当
事国の推定される意思が、用いられた用語に時間の経過の中で発展し得
る意味を付与することだったか否か決定することの助けとなる」  
118 Ibid. , p.25, para.4.  
  
 



























                                                        
119 条約法条文草案第 38 条は以下のように規定していた（Yearbook of the 
International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.236.）。  
  「第 38 条 後の慣行による条約の修正（modification）  
     条約は、条約の適用についての後に生じた慣行であって、その条項を修
正する当事国の合意を確立するものにより修正することができる。」  
120 この間の経緯に関して、西元「前掲論文」（注 15）229-232 頁。  
121 浅田正彦「国際法における先制的自衛権の位相―ブッシュ・ドクトリンを
契機として―」浅田正彦編『安藤仁介先生古稀記念  21 世紀国際法の課題』
（有信堂高文社、 2006）305-306 頁 ; International Law Commission, Report on 
the work of its sixty-sixth session (5 May to 6 June and 7 July to 8 August 2014 ) ,  
U.N.Doc. A/69/10 (2014), pp.190-191, paras.30-32. 
122 浅田、同上 308 頁 ; U.N.Doc. A/69/10 (2014), p. 187, para.23。  
123 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.236. 
  
 







第 3 節 条約法条約第 31 条 3 項（a） ,（b）の解釈  
 本節からは、後の合意・慣行がどのような条件の下、援用可能なのかという
問題について検討していく。本節では、まず条約法条約第 31 条 3 項（ a）およ
び（b）がそれぞれ規定する後の慣行や後の合意の要件について検討を行う。便
宜上、第 31 条 3 項（b）から検討を始める。  
 
第 1 項 第 31 条 3 項（b）の解釈  
 本項では、条約法条約第 31 条 3 項（b）の規定する後の慣行の要件を検討す
る。第 31 条 3 項（ b）は、以下のように規定する。  
 
   ３ 文脈とともに、次のものを考慮する。  
   ･･･････  
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ー（Henry Schermers and Niels Blokker）はこの立場をとるが、その明確な根拠

















                                                        
124 締約国会議の活動について問題提起を行うものとして、柴田明穂「締約国
会議における国際法定立活動」『世界法年報』第 25 号（2006）52 頁 ; Akiho 
Shibata, “International Environmental Lawmaking in the First Decade of the 
Twenty-First Century: The Form and Process,” Japanese Yearbook of International 
Law ,  Vol.54 (2011), p.47。また自由権規約委員会の判断（一般的意見、見解）
が後の慣行に該当するかにつき問題提起するものとして、堀見裕樹「自由権規
約委員会の法的判断の条約解釈規則上の位置付けに関する序論的考察」『東北
法学』第 30 号（ 2007）、坂元茂樹「条約実施機関の解釈権能―自由権規約 2
条 1 項の解釈をめぐって」坂元茂樹編『藤田久一先生古希記念  国際立法の最
前線』（有信堂高文社、 2009）、岩沢「前掲論文」（注 88）。  
125 Henry G. Schermers and Niels M. Blokker,  International Institutional Law: 
Unity within Diversity  (Martinus Nijhoff Publishers, Fifth Revised Edition, 2011) , 
p.844. 
126 Richard Gardiner, Treaty Interpretation (Oxford University Press,  paperback 
edition, 2010), p.235. 
127 Ulf Linderfalk,  On the Interpretation of Treaties: the Modern International Law 
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約の起草過程においては、一貫して、後の慣行の主体として、条約当事国が念
頭に置かれていたと考えられる 128。  
ウォルドックが提出した後の慣行に関する最初の条文である、1964 年の第三
報告書第 71 条 2 項は、「条約との関係で後に生じた当事国の慣行（ subsequent 
practice of parties in relation to the treaty）を･･････参照できる 129」と規定してお
り、後の慣行の主体として当事国が想定されていることが明確であった。  
ところが、上記条文に対する ILC での議論を受け、同年の第 729 会合におい
てウォルドックは、第二次草案を提出する。その第 70 条 3 項（b）は「条約の
適用につき後に生じた慣行であって、条約の解釈についてすべての当事国の共
通了解を確立するもの（ any subsequent practice in the application of the treaty 
which establishes the common understanding of all the parties regarding its 
interpretation…）を･･････考慮する 130」されており、後の慣行の主体の明記は削








国際組織は、明確に条約法条約第 31 条 3 項（b）の射程から除外された経緯が
ある。すなわち、ウォルドックは、上述した第 3 報告書第 71 条 2 項のコメンタ
リーにおいて、1962 年のある種の経費事件 ICJ 勧告的意見を例に挙げて、裁判
所が国際組織の設立条約の解釈に際して、当該国際組織の機関の後の慣行を援
用することを指摘した。その上で、ウォルドックは以下のように述べている。  
    
   国際組織の機関の慣行の設立文書の解釈に対する影響の問題は、その慣
 
                                                        
128 条約法条約第 31 条 3 項（b）の全般的な起草過程については、西元「前掲
論文」（注 15） 223-229 頁、参照。  
129 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.52．  
130 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p.309．  
131 西元「前掲論文」（注 15）224-225 頁。その結果として、後の慣行は、全
ての当事国の共通了解を確立する公権解釈としての後の慣行（第 70 条 3 項
（b））と共通了解を確立していない個別国家による後の慣行（第 71 条）の二
つに分断されることとなった（Yearbook of the International Law Commission ,  
1964, Vol.I, p.309）。  
  
 











場は、他の委員からも反論はなく 133、同年、 ILC が暫定採択した条文案におい




 次に現在、後の合意と慣行の再検討を行っている ILC はどのような立場に立
っているのであろうか。後の慣行の主体の問題は、特別報告者ノルテが 2013 年









2013 年に ILC が暫定採択した結論 5 の第 1 項は、「第 31 条及び 32 条の下での
後に生じた慣行は、条約の適用における行為であって、国際法上、条約当事国
 
                                                        
132 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, pp.59-60, 
para.24a. 
133 ウォルドックの立場に積極的に賛同するデ･ルナ（ de Luna）委員などもい
た（Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p.285, 
para.39）。  
134 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.204, para.14.  
135 U.N. Doc. A/CN.4/660 (19 March 2013), p.44, para.117.  
136 Ibid . , pp.44-45, para.117. 
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に帰属し得るものから構成され得る 137」としている。以上から、 ILC は、条約
法条約第 31 条 3 項（b）の後の慣行は、条約当事国に帰属し得る行為で構成さ
れると解釈している。したがって、上記の学説の分類でいえば、第二の立場に
立っているように思われる。他方で、2015 年に提出された、ノルテ第 3 報告書
では、国際組織の機関の行為も条約法条約第 31 条 3 項（b）の後の慣行を構成
し得るという立場にたっている 138。同報告書は、上記結論 5 が国際組織の機関
の慣行が第 31 条 3 項（b）の後の慣行になり得ないということを含意しないと
述べている 139。  
 他方で、 ILC は、国際組織と区別される締約国会議の決定が、第 31 条 3 項
（ a） ,（b）の意味での後の合意および慣行を構成するかにつき、多くの分量を
割いて検討している 140。2014 年に暫定採択された「締約国会議の枠組みで採択
された決定」と題する結論 10 の第 2 項は、慎重な言い回しながらも、締約国会






条約法条約第 31 条 3 項（b）が援用された判例で、特に国家以外の実体の行為
が関連している事例をみていくことにする。  







                                                        
137 U.N. Doc. A/68/10 (2013), p.41.  
138 Third Report on Subsequent Agreements and Subsequent Practice in Relation to 
the Interpretation of Treaties ,  U.N.Doc. A/CN.4/683 (7 April 2015) , p.33 の結論 11
草案第 2 項参照。  
139 Ibid . , p.29, para.76. 
140 Second Report on Subsequent Agreements and Subsequent Practice in relation to 
the Interpretation of Treaties ,  U.N.Doc. A/CN.4/671 (26 March 2014), pp.36 -49; 
U.N.Doc A/69/10 (2014), pp.205-217. 
141 U.N.Doc. A/69/10 (2014), p.205. 
142 Legality of the Use by a State of Nuclear Weapons in Armed Conflict, I.C.J. 
Reports 1996 ,  p.66. 
  
 




ているかの検討を行っている。注目されるのは、 ICJ が、WHO 憲章の解釈にあ
たり、第 31 条 3 項（b）を含む条約法条約の解釈規則を適用することを明言し
ていることである 143。  
 ICJ は、第 31 条 1 項の規則に基づき WHO 憲章第 2 条を解釈し、同条は、
WHO に核兵器使用の合法性について扱う権限を与えているとは理解できない
と判示している 144。そのうえで、 ICJ は、そのような権限を付与するような後







は、国際機関が関係する慣行であっても、条約法条約第 31 条 3 項（b）の意味
での後の慣行を構成する可能性があることを示唆していると言える。  
 第二に検討する事例は、南極捕鯨事件 ICJ 判決 147である。この事件は、日本
が国際捕鯨取締条約（以下「 ICRW」と略）第 8 条 148の特別許可に基づき実施し
ていた第二期南極鯨類捕獲調査（以下、「 JARPAII」と略）が、真に同条にいう
「科学調査のため」のものどうかが争われた。その際、原告のオーストラリア
は、ICRW によって設立される国際捕鯨委員会（以下、「 IWC」と略）が ICRW
第 8 条の特別許可の発給に関して採択してきた非拘束的な諸決議を 149、条約法
 
                                                        
143 Ibid. , p.75, para.19.  
144 Ibid. , p.76, para.21.  
145 Ibid. , p.81, para.27.  
146 この点については、本項 2．参照。  
147 Whaling in the Antarctic (Australia v. Japan: New Zealand Intervening), 
Judgment of 31 March 2014 .  





149 これらの決議は、 ICRW の第 6 条に基づき IWC が採択する「勧告」であ
る。これらが非拘束的であることは、裁判所も判決で認めている（Whaling in 
the Antarctic (Australia v. Japan: New Zealand Intervening), Judgment of 31 March 
2014 ,  para.46.）。また特に重要な決議としては、 IWC Resolution 1985-2 (1985); 
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条約第 31 条 3 項（ b）の後の慣行に当たると主張した 150。なお、 IWC は、一般
的に国際組織であると認識されており 151、本稿もその理解に従う。このオース






織の関係する慣行が第 31 条 3 項（b）にいう後の慣行を構成する可能性が認め
られていると解することができる。  
以上を総合するならば、第 31 条 3 項（b）の意味での後の慣行は、当事国に
帰属させ得る行為から構成されるものであるという認識が維持されているとい
える。そのため、形式的には国際組織の機関や締約国会議の行為であっても、












                                                        
IWC Resolution 1986-2 (1986); IWC Resolution 1987-2 (1987); IWC Resolution 
1995-9 (1995); IWC Resolution 1999-2 (1999)がある。  
150 例えば、Whaling in the Antarctice (Australia v. Japan), Memorial of Australia  
Vol.1, p.165, para.4.69.  
151 坂元茂樹「国際機関による留保の許容性決定― IWC の事例を素材として
―」『条約法の理論と実際』（東信堂、 2004）86-87 頁。他方で、 ILC の特別
報告者であるノルテは、 IWC を締約国会議に準じるものとの前提で、議論し
ている（U.N.Doc. A/CN.4/671 (26 March 2014), p.37 footnote 187）。  
152 Whaling in the Antarctic (Australia v. Japan: New Zealand Intervening), 
Judgment of 31 March 2014 , para.83. 
153 この点については、本項 2．参照。  
154 ノルテ第 3 報告書もそのような立場に立っていると考えられる。 See, 
U.N.Doc. A/CN.4/683 (7 April 2015), p.33.  
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まず、1964 年に ILC が暫定採択した、条文案第 69 条 3 項（ b）は「条約の適用
につき後に生じた慣行であつて、条約の解釈についての全ての当事国の了解
（understanding）を確立するもの」 155と規定していた。この条文から明らかな
とおり、条約法条約第 31 条 3 項（b）と異なり、「全ての（ all）」という文言
が含まれていた。ところが、1966 年の ILC の議論において、この「全ての」と
いう文言は削除されることとなった。この経緯及び意図に関して、条約法条約



















場を明らかにしないものもある。現在作業中の ILC も、2014 年に暫定採択した
「条約の解釈に関する当事国の合意」と題する結論 9 の第 1 項において「第 31
条 3 項（b）の下での合意は、当事国（ parties）が認識し且つ受諾する条約の解
 
                                                        
155 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.199. なお、他
の異なる点として、当事国の「合意」ではなく「了解」となっていることが挙
げられるが、これはウィーン外交会議にて「合意」に変更された経緯がある。  
156 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.222, para.15.  
157 R. Gardiner, supra  note 8, p.236; U. Linderfalk, supra  note 8, p.167. 
158 U.N.Doc. A/69/10 (2014), p.201, para.13.  
159 U. Linderfalk, supra  note 8, p.167. 
  
 




る慣行が第 31 条 3 項（b）の後の慣行を構成するために、すべての当事国の合
意が必要かという論点は、明確ではない。この点を明らかにするため、関係す
る判例を検討する必要がある。  
 まず、核兵器使用の合法性事件 ICJ 勧告的意見（WHO 諮問）をみてみよう。
前述したように、本勧告的意見においては、WHO に核兵器の合法性について扱








現するものだと理解することはできない 162。  
 
このように、ICJ は、決議 46.40 が反対もある中 163採択されたことを理由とし
て、同決議が「加盟国間の合意を確立する慣行」を構成するものではないと判
示した。このことは、ある慣行に対して、少なくとも明示的な反対がある場合
には、「当事国の合意を確立する」とはいえず、従って条約法条約第 31 条 3 項
（b）にいう後の慣行を構成しないということを示唆していると言える。  
続いて、南極捕鯨事件 ICJ 判決を検討してみよう。前述したように、本件で





   ……多くの IWC の決議は、条約の全ての当事国の支持を欠き、とくに日
 
                                                        
160 U.N. Doc. A/69/10 (2014), p.197.  
161 WHA46.40 (14 May 1993).  
162 Legality of the Use by a State of Nuclear Weapons in Armed Conflict, I.C.J. 
Reports 1996 ,  p.81, para.27.  
163 WHA46.40 は、賛成 73、反対 40、棄権 10 で採択された（Shabtai Rosenne, 
The Law and Practice of the International Cour t 1920-2005, Vol.1 The Court and 
the United Nations  (Martinus Nijhoff, 2006), p.336）。  
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本の同意を欠いて、採択されたものである。したがって、そのような文
書は、条約法条約第 31 条 3 項（ a）と（b）にそれぞれ規定される意味で
の、8 条の解釈に対する後の合意とも、条約の解釈につき当事国の合意





可に関する IWC の決議のうち、コンセンサスで採択されたのは決議 1985-2
（1985 年）と決議 1986-2（1986 年）のみであり、それ以降の決議は、日本を含
む複数の諸国が反対するなか採択されている 166。裁判所は、この事実を重視し
た。このように国際司法裁判所は、条約法条約の起草過程と同様に、第 31 条 3
項（b）の後の慣行が成立するためには、全ての条約当事国の合意が必要だとい
う厳格な立場を採っているように思われる。  
他方で、第 31 条 3 項（b）のより柔軟な解釈を示していると思われるのが欧
州人権裁判所である。ここでは、ロイジドー事件先決的抗弁判決 167を取り上げ
る。もともと、欧州人権裁判所が条約法条約第 31 条 3 項（ b）を明示的に援用
することは、稀であった 168。これに反して、このロイジドー事件は、裁判所が
同条を明示的に引用し、後の慣行の検討を行った数少ない事件の一つである 169。




                                                        
164 Whaling in the Antarctic (Australia v. Japan: New Zealand Intervening), 
Judgment of 31 March 2014 , para.83. 
165 Ibid. , para.46. 
166 主要な決議の票決は以下の通りである。 IWC Resolution 1985-2 (コンセンサ
ス ); IWC Resolution 1986-2 (コンセンサス ); IWC Resolution 1987-2 (賛成 19、反
対 6、棄権 7); IWC Resolution 1995-9 (賛成 23、反対 5、棄権 7); IWC 
Resolution 1999-2 (賛成 20、反対 10、棄権 4)。  
167 Case of Loizidou v. Turkey (Preliminary Objections), Application no. 15318/89, 
Judgment of 23 March 1995 .  
168 欧州人権裁判所は、むしろ、条約法条約第 31 条 3 項（b）を明示的に援用
しないで、後の慣行を援用することの方が多いとされる（Georg Nolte, 
“Second Report for the ILC Study Group on Treaties over Time, Jurisprudence 
under Special Regimes Relating to Subsequent Agreements and Subsequent Practic,” 
in Georg Nolte (ed.), supra note 3, p.256）。このいわば広義の後の慣行に関して
は、本章第 4 節参照。  
169 欧州人権裁判所が第 31 条 3 項（b）を明示的に援用したその他の事例につ
いては、 ibid. ,  p.255 参照。  
  
 




性である。裁判所は、この問題を検討するために、条約法条約第 31 条 1 項の規
則を適用し、また同条 3 項（b）の後の慣行も考慮すると明言する 170。その上で
裁判所は、欧州人権条約第 25 条及び 46 条をその文言や条約の趣旨及び目的に
照らして解釈すれば、領域的な制約は欧州人権条約のシステムにおいて許容さ





判所は、このことを、別の個所では、「条約第 25 条及び 46 条が領域的又は実
体的な制約を許容しないという締約国間の殆ど普遍的な合意を示す慣行 173」と
か「均一で一致した国家実行 174」などとも表現している。このようにして、欧
州人権裁判所は、トルコが受諾宣言に付した制約を無効と結論した 175。  







照を見出すことができる。この意味において、欧州人権裁判所は、第 31 条 3 項
（b）の「当事国の合意を確立」という要件をより緩やかに解釈していると言え
るかもしれない 176。  
以上を総合すると、欧州人権裁判所の例外はあるものの、一般的には、条約
法条約第 31 条 3 項（b）の後の慣行が成立するためには全ての国の合意が必要
 
                                                        
170 Case of Loizidou v. Turkey (Preliminary Objections), Application no. 15318/89, 
Judgment of 23 March 1995 , para.73. 
171 Ibid. , para.78. 
172 Ibid . , para.79. 
173 Ibid. , para.80. 
174 Ibid. , para.82. 
175 Ibid. , para.89. 


























は、ボツワナとナミビアのカシキリ・セドゥドゥ島事件 ICJ 判決 180（ 1999 年）
である。この事件において、 ICJ は、旧宗主国である英国とドイツが締結した
1890 年条約の解釈に関して、条約法条約第 31 条 3 項（b）にいう後の慣行の存
在を検討している。本件で問題となったのは、両国の国境線となっているチョ
べ川の中州であるカシキリ・セドゥドゥ島 181の領有問題である。1890 年条約第





                                                        
177 岩沢「前掲論文」（注 88）67 頁。  
178 M. Villiger, supra  note 90, p.431, para.22.  
179 R. Gardiner, supra  note 8, p. 239．  




182 I.C.J. Reports 1999 ,  p.1072, para.41.  
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アが挙げた様々な条約締結後の事実につき、後の慣行に該当するか検討してい
る 183。  
 ナミビアは、カプリビ（ナミビアの行政区画の名前）のマスビア族が少なく
とも 1890 年から 1940 年の間カシキリ島を支配し、ボツアナとその先行国（英
国領ベチュアナランド）はそれを知りながら、1940 年まで何ら異議を唱えなか
ったと主張した 184。裁判所は、この事実が第 31 条 3 項（b）の後の慣行を構成
するためには、少なくとも以下の二つの基準を満たさなくてはならないという。 
    
   第一に、マスビア族による島の占拠が、1890 年条約により引かれた境界
がチョベ川の南側の水路に沿っているというカプリビ当局の信念（ a 
brief）と結びつきがあること、第二にベチュアナランド当局がこれを条
約の境界の確認として十分に認識し（ fully aware of）かつ受諾した










ず、国内的な文書に留まっていたことを挙げている 186。このことからも ICJ は、
他の当事国がある慣行の存在を知っているという要件を重要視していることが
理解される。  
 次に検討するのは、リギタン、シパダン島事件 ICJ 判決 187（ 2002 年）である。
本件において ICJ は、英国とオランダが締結した 1891 年条約第 4 条の解釈に
際して、後の慣行の有無を検討した 188。具体的に問題となったのは、1891 年条
約第 4 条が定めた、北緯 4 度 10 分の境界線がセバティック島を越えて東に伸
 
                                                        
183 Ibid. , pp.1075-1096, paras.47-79. 
184 Ibid. , p.1092, para.71.  
185 Ibid. , p.1094, para.74.  
186 Ibid. , pp.1077-1078, para.55. 
187 Sovereignty over Pulau Ligitan and Pulau Sipadan (Indonesia/Malaysia),  
Judgment, I. C. J. Reports 2002 ,  p. 625 
188 Ibid. , pp.656-665, paras.59-80. 
  
 












告 190（2005 年）である。ブラジル及びタイが EC に輸出していた、骨なし冷凍
鶏肉ついて、EC がその譲許表よりも不利な待遇をしているとして、両国が申し
立てを行なった事例である。具体的には、EC は、1996 年から 2002 年まで、骨
なし冷凍鶏肉を、特別セーフガードの適用がなく、1 トンあたり 15.4 パーセン
ト関税率である 0210 に分類していたが、 2003 年から EC 譲許表の解釈を変更
して、特別セーフガードの適用があり、1 トンあたり 1024 ユーロの関税が課さ
れる 0207 へ分類を変更した。この EC の措置に対して、ブラジル及びタイは、
冷凍鶏肉は、EC 譲許表の 0207 ではなく、0210 に分類されるべきであると主張
した。  
 ブラジルとタイは、パネルの判断において、1996 年から 2002 年まで、EC が












                                                        
189 Ibid . , p.650, para.48; p.656, para.61.  
190 European Community‐Custom Classification of Frozen Boneless Chicken Cuts, 
























る。 ILC は、2014 年に暫定採択した「条約の解釈についての当事国の合意」と
題された結論 9 の関連部分は、以下の通りである。  
 
   結論 9 
   条約の解釈についての当事国の合意  
   1．第 31 条 3 項……（b）の合意は、条約の解釈に関する共通の了解で、
当事国が認識し（ aware of）かつ受諾するものを要する。  ……  
   2．状況が何らかの反応を要請する場合には、一叉はそれ以上の当事国の
側の沈黙（ silence）は後に生じた慣行の受諾を構成し得る 193。  
 




                                                        
191 Ibid . , para.272. 
192 Ibid .  
193 U.N.Doc. A/69/10(2014), p.127.  
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事国が認識」する場合と「状況が何らかの反応を要請する場合」は重なりあう
ことが多いように思われる 194。  
 以上の理由で、慣行に参加していない当事国の反応の欠如又は沈黙から、そ
の合意を認定することも、容易なことではないと言える 195。  
 
第 2 項 第 31 条 3 項（a）の解釈  
 本項では、第 31 条 3 項（ a）に規定される後の合意の要件を検討する。同条
は、以下のように規定する。  
 
３ 文脈とともに、次のものを考慮する。  
（ａ） 条約の解釈又は適用につき当事国の間で後にされた合意  










得るかが、争われている 196。  
 この点について、学説は、概ね肯定的に捉えていると思われる 197。加えて、
締約国会議の決議の後の合意該当性については、現在作業中の ILC も検討を行
っており、2014 年に暫定採択した結論 10 において、控え目な表現ながらも、
国際組織と区別される締約国会議の決定が第 31 条 3 項（ a）の意味での後の合
意を構成し得ることを認めている 198。  
 
                                                        
194 Ibid. , pp.203-204, paras.20-21 はそのことを示唆する。  
195 Ibid. , p.203, para.19; 岩沢「前掲論文」（注 88）67 頁。  
196 締約国会議の決議についてそれが後の合意を構成するか検討を行うものと
して、柴田明穂「環境条約不遵守手続の帰結と条約法」『国際法外交雑誌』第
107 巻第 3 号（2008）17-18 頁。  
197 Anthony Aust,  Modern Treaty Law and Practice  (Cambridge University Press, 
Second edition, 2007), pp.238-241; 特に、締約国会議の決議について柴田、同
上 18 頁。  
198 U.N.Doc. A/69/10 (2014), p.205.  
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 さらに、後の慣行でも言及した南極捕鯨事件 ICJ 判決が参考になる。本件に
おいて、 IWC の採択した決議が、第 31 条 3 項（ a）の後の合意をも構成するか
が問題となっていた 199。結果的に ICJ は、この主張を退けたものの 200、その理
由は、当該合意が IWC という国際組織によって採択されたものであったからと
いうわけではない。このことは、国際組織の決議が第 31 条 3 項（ a）の後の合









全ての当事国の合意を前提としているように思われる 203。  
 また、この問題を考える上でも、南極捕鯨事件 ICJ 判決が示唆をあたえる。
すなわち、裁判所は、IWC の決議が後の合意に当たるというオーストラリアの
主張に対して、それら決議が「条約の全ての当事国の支持を欠き、とくに日本
の同意を欠いて、採択されたものである 204」ことから第 31 条 3 項（ a）の意味
での後の慣行を構成しないと判示した。ここからも、後の合意の成立のために
は、全ての当事国の合意が必要とされていることがわかる。  




                                                        
199 Whaling in the Antarctic (Australia v. Japan: New Zealand Intervening), 
Judgment of 31 March 2014 , para.79．  
200 Ibid. , para.83. 
201 ノルテ第 3 報告書もそのような立場に立っていると考えられる。 See, 
U.N.Doc. A/CN.4/683 (7 April 2015), p.33.  
202 柴田「前掲論文」（注 196）17-18 頁 ; U. Linderfalk, supra  note 8, p.216; A. 
Orakhelashvili,  supra note 8, p.355 
203 その根拠としては、①後の慣行との区別の文脈で、後の合意を「全ての当
事国間の単一の合意」と表現していること（U.N.Doc. A/68/10 (2013), p.34, 
para.12）②締約国会議の決定が後の合意を構成するか検討する文脈で、コン
センサスでの採択がその必要条件と捉えていると思われることが挙げられる
（U.N.Doc. A/69/10 (2014), pp.216-217, para.38）。  
204 Whaling in the Antarctic (Australia v. Japan: New Zealand Intervening), 
Judgment of 31 March 2014 , para.83.  
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第 3 項 評価  
 以上、条約法条約第 31 条 3 項（ a）及び（ b）がどのように解釈されてきたの
かを検討することによって、後の合意および慣行を援用することができる条件
を探ってきた。ここで、検討結果のまとめと評価を行っておきたい。  





他方で、第 31 条 3 項（ a）及び（ b）の後の合意と後の慣行は、その当事国の
合意の有無の判断について、厳格な解釈がなされていると評価できる。第 31 条
3 項（ a）における後の合意の成立には、すべての当事国の合意を要すると解釈
されているし、第 31 条 3 項（b）における「当事国の合意を確立」という要件
についても、すべて当事国の合意が必要とされているといえる。  










第 4 節 広義の後の慣行―当事国の合意を確立しない後の慣行  
 第 3 節では、条約法条約第 31 条 3 項（b）の後の慣行は、厳格に解釈されて
いることを明らかにした。それでは、条約解釈に援用可能な後の慣行は、この
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第1項  広義の後の慣行概念  
  条約解釈に援用可能な後の慣行は、第 31 条 3 項（b）に規定される後の慣行
に限定されるのかという問題について、これまでの学説は、概ね、否定的に答
えてきたものと思われる。例えば、シンクレア（Sir Ian Sinclair）は、「条約法




これら学説は、第 32 条を例示列挙の規定とみて 207、そこに後の慣行を読み込
むものである。  
 以上のような見解の源流を辿れば、 ILC におけるウィーン条約法条約の起草
時まで遡ることができる。 1964 年に ILC が暫定採択した草案第 69 条（条約法







の慣行は、公権的解釈として、後の合意とともに第 69 条 3 項に含められたと説
明する。他方で、 ILC は、全ての当事国の合意を確立しない慣行が、条約解釈
上、価値を持ちうることを否定しておらず、「条約の適用についての個別国家
（ individual states）の慣行は、第 70 条で言及する条約の『更なる』手段の一つ
としてのみ考慮することができる」と述べている 209。暫定草案第 70 条は、条約
法条約第 32 条に相当する規定である。ここに、厳格な第 31 条 3 項（b）の要件
 
                                                        
205 Sir Ian Sinclair, The Vienna Convention on the Law of Treaties  (Manchester 
University Press,  Second Edition, 1984), p.138 
206 Mustafa Kamil Yasseen, “L’interprétation des traités d’après la Vienne sur droit 
des traités,”  Recueil des Cours de l'Académie de Droit International de La Haye , 
Vol.151 (1978), p.53. 





208 Yearbook of the International Law Commission, 1964, Vol.II, p.199.  
209 以上につき、 Ibid. ,  pp.203-204, para.13 参照。  
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を満たさない後の慣行は、補足的手段として条約解釈に援用し得るという学説
の源流を見出すことができる。なお、ILC が 1966 年に採択した、条約法条約最
終草案のコメンタリーには、この合意を確立しない後の慣行についての記述は
なくなっている。  
 現在、後の合意および慣行の再検討を行っている ILC も、2013 年に暫定採択
した、「後の合意および後の慣行の定義」と題する結論 4 でこの問題を扱って
いる。この結論 4 は、3 つの項から構成されており、第 1 項は、第 31 条 3 項
（ a）の後の合意の定義を、第 2 項は、第 31 条 3 項（b）の後の慣行の定義を規
定し 210、そして第 3 項は、「その他の（other）後の慣行」について以下のよう
に定義している。  
    
   3．第 32 条の下での解釈の補足的手段としての他の「後の慣行」は、条
約 の 締 結 後 、 そ の 適 用 に お け る 一 つ 又 は そ れ 以 上 の 当 事 国 の 行 為
（ conducts）から構成される 211。  
 
このように、結論 4 の第 3 項は、条約法条約第 31 条 3 項（ b）に該当しないそ
の他の後の慣行を、第 32 条の補足的手段として認めている。そのコメンタリー
は、「国際司法裁判所及びその他の国際的な裁判所……の判例は、ウィーン条




の慣行の例を挙げている 213。またコメンタリーは、第 31 条 3 項（b）の後の慣
行とその他の後の慣行では、前者により大きな解釈的な価値があること、そし
て、その他の後の慣行は様々な形態をとり得ることを指摘している 214。  
 
                                                        
210 結論 4 の第 1 項及び第 2 項は以下のように規定する（U.N.Doc/ A/68/10 
(2013), p.31）。  
「1．第 31 条 3 項（ a）の下での公権的な（ authentic）解釈手段としての     
『後の合意』とは、条約の解釈又はその適用に関してその締結後に結ば
れた当事国間の合意である。  
2．第 31 条 3 項（b）の下での公権的な解釈手段としての『後の慣行』
は、条約の締結後のその適用における行為（ conduct）で、条約の解釈
につき当事国の合意を確立するものから構成される。」  
211 Ibid .  
212 Ibid. , p.38, para.24. 
213 Ibid. , pp.38-41, paras.25-33. 
214 Ibid. , p.41, paras. 34 and 36.  
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 このように現在の ILC も、条約法条約の起草時と同様に、条約解釈に援用可
能な後の慣行は、第 31 条 3 項（b）に規定されるそれに限定されないという立
場を採っている。第 31 条 3 項（b）の要件を満たさない、その他の後の慣行は、
第 32 条の補足的手段として援用可能としている。この後の慣行の区別は、主に
それが「当事国の合意を確立」するか否かが基準になっているように思われる。  
 第 2 項では、以上のような学説や ILC の動向を受けて、第 3 節で検討した条
約法条約第 31 条 3 項（b）の要件、特に「当事国の合意を確立」という要件を
満たさない後の慣行を「広義の後の慣行 215」と呼ぶこととし、それらの援用の
特徴とその法的根拠を検討していくことにしたい。 ILC がいうように、これら
広義の後の慣行は、すべて第 32 条で正当化できるのであろうか。  
 









例として、前述したカシキリ・セドゥドゥ島事件 ICJ 判決 216を挙げることがで
きる。この事件で、ボツワナは、 1890 年条約の締結後の 1912 年、1948 年、及
び 1985 年の 3 度にわたりチョベ川の調査が行われ、その結果、島の北側の水路
が「主要な水路」であると判明したという事実が、条約法条約 31 条 3（b）の
意味における後の慣行を構成すると主張した 217。しかし、裁判所は、これらい
ずれの事実も、第 31 条 3 項（b）にいう後の慣行を構成するものではないとし
て、この主張を退けた 218。ところが、裁判所は、以下のように述べる。  
 
   裁判所は、これら事実が、1890 年条約の解釈における当事国による後の
 
                                                        
215 ILC も広義の後の慣行という言葉を用いているが、本稿にいう広義の後の
慣行は、必ずしも同じものではない。  
216 Kasikili/Sedudu Island (Botswana/Namibia) , Judgment, I.C.J. Reports 1999 ,  
p.1045. 本事件の事実関係については、本章第 3 節第 1 項参照。  
217 Ibid. , pp.1076-1092, paras.52-70. 
218 Ibid. , pp.1077-1078, para.55; p.1087, para.63; pp.1091-1092, paras.68-69. 
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慣行を構成しないものの、それにも拘らず、用語に与えられる通常の意
味に従って 1890 年条約第 3 条 2 項を解釈して到達した結論を支持する
と認める 219。  
 
このように、ICJ は、ボツワナが提示した事実を、条約法条約第 31 条 3 項（b）
の後の慣行を構成しないと判断したのにも拘わらず、それを、第 31 条 1 項の規
則に従って 1890 年条約を解釈した結果を補強するために用いている。この意
味で、本件において裁判所は、第 31 条 3 項（b）の要件を満たさない後の慣行
（＝広義の後の慣行）を条約解釈に援用したものとみることができる。  
 そして、この確認のための後の慣行の援用の法的根拠は、条約法条約第 32 条
の補足的手段とみるのが適当であるように思われる。 ILC もこのように捉えて
いる 220。第 32 条の補足的手段は、その文言から明らかなように、第 31 条の「適
用により得られた意味を確認するため」に用いることができる。本事件で ICJ





慣行は、条約法条約の起草過程では、第 31 条 3 項（b）の射程から明確に除外
されていたことを明らかにした。しかし他方で、核兵器使用の合法性事件勧告
的意見や南極捕鯨事件みられるように、国際実行上は、形式的には機関の後の






                                                        
219 Ibid. , p.1096, para.80. 
220 U.N.Doc. A/68/10(2013), p.38, para.25.  
221 代表的なものとして、佐藤哲夫『国際組織の創造的展開』（勁草書房、
1993） ; Elihu Lauterpacht, “The Development of the Law of Internat ional 
Organization by the Decisions of International Tribunals,”  Recueil des Cours de 
l'Académie de Droit International de La Haye ,  Vol.152 (1976); Shabtai Rosenne,  “Is 
the Constituent Instrument of an Internaitonal Organization an International 
Treaty?,” in Shabtai Rosenne,  Developments in the Law of Treaties 1945-1986  
(Cambridge University Press, 1989)。See also, Third Report on Subsequent 
Agreements and Subsequent Practice in Relation to the Interpretation of Treaties ,  
U.N.Doc. A/CN.4/683 (7 April 2015).  
  
 











まず、ある種の経費事件 ICJ 勧告的意見 222（1962 年）である。本件では、第
一次国連緊急軍（以下「UNEF」と略）とコンゴ国連軍（ONUC）の実施のため
国連総会が許可した支出が国連憲章第 17 条 2 項にいう「この機構の経費」に該
当するか否かが問題となった。本勧告的意見において裁判所は、様々な文脈で
機関の後の慣行を援用しているが 223、ここでは特に、UNEF のための支出が第
17 条 2 項にいう「この機構の経費」に該当するか否か検討する文脈に着目する。
この文脈で裁判所は、UNEF の支出に関する国連総会の実行を検討して、「毎











                                                        
222 Certain Expenses of the United Nations (Article 17, paragraph 2, of the 
Charter), Advisory Opinion of 20 July 1962 : I.C.J. Reports 1962 ,  p. 151. 
223 本事件における後の慣行援用の簡潔な分析として、E. Lauterpacht, supra  
note 221, pp.451-452 参照。  
224 I.C.J. Reports 1962 ,  p. 174. 
225 Ibid. , pp. 172-175. 例えば、同意見で重要な役割を果たしている総会決議第
1089 号（XI）（U.N.Doc. A/RES/1089(XI) (21December 1956)）は、賛成 62、反
対 8、棄権 7、無投票 3 で採択されているし、また総会決議第 1151 号（XII）
（U.N.Doc. A/RES/1151 (XII) (22 November 1957)）も賛成 51、反対 11、棄権
19、無投票 1 で採択されている。  
  
 




別の加盟国の合意の有無に頓着しない点で、条約法条約第 31 項 3 項（b）の後
の慣行よりも柔軟な援用であったということができる。  




安保理決議 284 号がソ連と英国の 2 常任理事国が棄権するなか採択されていた
ことから、「安全保障理事会の決定は、常任理事国の同意投票を含む 9 理事国










理事国は、反対票を投じるしかない。 1965 年の国連憲章第 27 条の改正
以後も変わっていない、この安全保障理事会の従っている手続は、国際
連合の加盟国から一般的に受け入れられ、国際連合の一般慣行の証拠と
なっている 231。  
 
 
                                                        
226 Ibid. , p.168．  
227 Legal Consequences for States of the Continued Presence of South Africa in 
Namibia (South West Africa) notwithstanding Security Council Resolution 276 
(1970), Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1971 ,  p.16. 
228 本件についての詳しい事実関係については、第 3 章第 2 節第 2 項参照。  
229 国連憲章第 27 条 3 項は、以下のように規定する。  
  「その他のすべての事項に関する安全保障理事会の決定は、常任理事国の
同意投票を含む 9 理事国の賛成投票によって行われる。但し、第 6 章及
び第 52 条 3 に基く決定については、紛争当事国は、投票を棄権しなけ
ればならない。」  
230 I.C.J. Reports 1971 ,  pp.21-22, paras.20-21. 
231 Ibid . , p.22, para.22.  
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このように述べて、 ICJ は、安保理決議 284 号は有効に採択されているとし、




























                                                        
232 Legal Consequences of the Construction of a Wall in the Occu pied Palestinian 
Territory, Advisory Opinion, I. C. J. Reports 2004 ,  p. 136 
233 Ibid. , p.148, paras.24-25. 
234 Ibid. , p.148, para.25. 
235 以上につき、 ibid . ,  pp.149-150, para.27。  
236 Ibid . ,p.149, para.27. 例えば、ここで裁判所はコンゴ問題に関する総会決議
第 1600 号（XVI）（U.N.Doc. A/RES/1600(XVI) (15 April 1961)）を参照してい
るが、これは賛成 60、反対 16、棄権 23 で採択されているし、同様に参照され
  
 




裁判所は、この進化し、受け入れられた国連総会の慣行（ the accepted 
practice of General assembly）は、憲章第 12 条 1 項に適合的であると考え
る 237。  
 
以上から、裁判所は、国連総会が決議 ES/10/14 を採択して勧告的意見を要請す
ることは、憲章第 12 条 1 項に反しておらず、権限を踰越していないと結論して


















3 項（b）説、同第 32 条説、及び独立根拠説の三つを順に検討していく。  
 まず、国際組織の機関の慣行の法的根拠を、条約法条約第 31 条 3 項（b）に
求めることはできるであろうか。学説は、概ねこのことに否定的である 239。そ
 
                                                        
ているポルトガルの植民地に関する総会決議第 1913 号（XVIII）（U.N.Doc. 
A/RES/1913 (XVIII) (3 December 1963)）も賛成 91、反対 2、棄権 11 で採択さ
れている。  
237 Ibid . , p.150, para.28. 
238 Ibid .  
239 E. Lauterpacht, supra  note 221, pp.458-459; S. Rosenne, supra  note 221, p.241; 
Catharine Brölmann, “Specilized Rules of Treaty Interpretation: International 
  
 




たがって、前者を想定する第 31 条 3 項（b）によって、後者の援用を正当化す
ることはできないと考えるわけである 240。  
 次に、第 32 条の補足的手段は、正当化根拠になるのであろうか。学説は、こ
れにも否定的であるように思われる。その理由は、第 31 条 3 項（b）の場合と
同様に、第 32 条は、条約当事国の慣行を念頭に置いているからというものであ
る 241。また、国際組織の機関の後の慣行の援用の実際の帰結（効果）が、第 32







則（ relevant rules of the organization）」の適用を認め、また 1986 年に採択され
た国際機関条約法条約第 2 条（ j）がその「国際機関の規則（ rules of the 





の価値を認める立場である。 ILC の特別報告者であるノルテは、その第 3 報告
書においてこれを法的根拠の一つとして挙げている 244。  
 
                                                        
Organizations,” in Duncan B. Hollis (ed.), The Oxford Guide to Treaties  (Oxford 
University Press, 2012), p.515. 
240 もっともこのことは、前述したとおり、国際組織の機関の行為が条約当事
国の行為とみなせる場合に、第 31 条 3 項（b）の後の慣行を構成し得ることを
否定するものではない。ここで問題としているのは、国際組織の機関の後の慣
行それ自体の援用根拠なのである．  
241 佐藤『前掲書』（注 221）400 頁。  
242 U.N.Doc. A/CN.4/683 (7 April 2015), p.17, para49. 
243 佐藤哲夫『国際組織法』（有斐閣、 2005）114 頁は、この立場に立ってい
ることを示唆する。  
244 Third Report on Subsequent Agreements and Subsequent Practice in Relation to 































が明示的に条約法条約第 31 条 3 項（b）を参照し、しかもそれを柔軟に適用す
る場合（ロイジドー事件）があることを指摘した。しかし、欧州人権裁判所の
判例において、後の慣行を援用する多くの場合には、第 31 条 3 項（b）の明示
の参照がないことが既に指摘されている 248。ここで検討を行うのは、このよう
 
                                                        
245 E. Lauterpacht, supra  note 221, p.460. 
246 C. F. Amerasinghe, Principles of the Institutional Law of International 
Organization  (Cambridge University Press, 2005), p.53. 
247 実際に国際組織の設立条約の解釈手法を、本稿の言うところの発展的解釈
と捉える見解として、E. Bjorge, supra  note 4, pp.130-132 参照。  
248 Georg Nolte, “Second Report for the ILC Study Group on Treaties over Time, 
Jurisprudence under Special Regimes Relating to Subsequent Agreements and 
  
 












重を受ける権利を保障する欧州人権条約第 8 条 250に違反するとして提訴したも
のである。特に問題となったのは、英国による介入が第 8 条 2 項にいう「民主
的社会において必要なもの」に該当するか否かであった。この問題に関して、
裁判所は、同性愛行為を処罰する法律が制定された 1800 年代と比べるならば











                                                        
Subsequent Practic,” in Georg Nolte (ed.),  supra note 3, p.256. 
249 ECtHR, Case of Dudgeon v. The United Kingdom, Application no. 7525/76, 
Judgment on 22 October 1981 .  
250 欧州人権裁判所第 8 条は以下のように規定する（訳文は、戸波江二ほか編
『ヨーロッパ人権裁判所の判例』（信山社、 2008）492 頁に拠る。）。  
  「1．すべての者は、その私的および家族生活、住居ならびに通信の尊重
を受ける権利を有する。  





251 Case of Dudgeon ,  supra note 249, para.60. 
252 Ibid.  
  
 

















自由を規定する欧州人権条約第 11 条に違反するとして申立を行った。  
 争点の一つになったのは、欧州人権条約第 11 条の下で、公務員の当局と集団
的に交渉する権利が認められるかということであった。この文脈で裁判所は、









る。この点で、この判決における後の慣行の援用も、条約法条約第 31 条 3 項
（b）のそれよりも柔軟なものであると評価できる 257。  
 
                                                        
253 ECtHR, Case of Demir and Baykara v. Turkey, Application no. 34503/97, 
Judgment on 12 November 2008 .  
254 Ibid. , paras.26-29. 
255 Ibid. , para.151 see also para.52. 
256 Ibid. , paras. 153-154. 
257 ILC もそのように評価している。See U.N.Doc. A/68/10 (2013), p.38, para.10.  
  
 










第 9 条に違反するとして提訴した。  
 本件での争点は、本件兵役拒否の問題に第 9 条の適用が認められるか否かで
あった。というのは、それまで（1966 年から 1984 年にかけて）の欧州人権委
員会の先例は、兵役拒否の問題に条約第 4 条 3 項（b）259の存在を理由として、




をうけたと主張する 2002 年から 2003 年にかけて、良心的兵役拒否を認めてい
なかった加盟国は、アルメニアのほかに 4 か国だけだったことを指摘して、「し
たがって、問題の時点において、欧州評議会の加盟国の間にほとんどコンセン




                                                        
258 ECtHR, Case of Bayatyan v. Armenia, Application no. 23459/03, Judg ment on 7 
July 2011.  
259 欧州人権条約第 4 条 3 項（b）を含む同条の関連部分は以下のように規定
する（訳文は、戸波ほか編『前掲書』（注 250）490-491 頁）。  
  「2．何人も、強制労働に服することを要求されない。  
   3．この条の適用上、「強制労働」には、次のものを含まない。  
       （ a）……  
    （b）軍事的性質の役務、または、良心的兵役拒否が認められている国
における良心的兵役拒否の場合に、義務的軍事役務のかわりに
要求されれる役務  
    （ c）……」  
260 Case of Bayatyan , supra note 258, paras.93-97. 
261 Ibid . , para.103, see also para.48 
262 Ibid. , para.103. なお、裁判所は、当時良心的兵役拒否の権利を認めていな
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として裁判所は、先例を変更して、第 9 条が条約第 4 条 3 項（ b）と併せて読ま
















あろうか。ここでは、第 31 条 3 項（b）説、及び第 32 条説を検討する。  
まず、人権条約の後の慣行を条約法条約の第 31 条 3 項（ b）の意味における
後の慣行に基礎づける見解である。例えば、アラトは、欧州人権裁判所が条約
法条約第 31 条 3 項（b）を拡張解釈したものと捉えている 265。確かに、前述の
ように欧州人権裁判所は、明示的に第 31 条 3 項（b）を参照して後の慣行を援
用することもある。しかし、全体としてはそのような例は稀であり、実際、上
述した 3 事例では、同条は明示的に参照されていない。この意味において、本





                                                        
263 Ibid. , paras.109 and 111. 
264 Georg Nolte, “Second Report for the ILC Study Group on Treaties over Time, 
Jurisprudence under Special Regimes Relating to Subsequent Agreements and 
Subsequent Practic,” in Georg Nolte (ed.),  supra note 3, pp.266-267. 
265 Julian Arato, “Treaty Interpretation and Constitutional Transformation: Informal 
Change in International Organizations,” The Yale Journal of International Law , 
Vol.38 (2013), pp.289-290. 
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ている 266。けれども、この見解も、以下の点で問題を持っているように思われ































                                                        
266 U.N.Doc. A/68/10 (2013), p.29, para.14, pp.38-39, para.27. 
267 See Case of Dudgeon, supra note 249, para.60; Case of Demir,supra  note 253, 
para.68; Case of Bayatyan, supra note 258, para.102. 
268 これとの関係で、第 3 章第 3 節第 2 項 2． (3)「国内法」参照。  
  
 




































                                                        
269 U.N.Doc. A/68/10 (2013), p.41, para.36  
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背後にある論理であったといえる。  
 第 3 節においては、条約法条約第 31 条 3 項（ a）及び（b）の解釈をその起草
過程、学説及び国際判例を通じて検討することで、それらをどのような場合に
援用し得るのか明らかにしようと試みた。その結果、以下の 3 点が明らかにな






である。まとめるならば、条約法条約第 31 条 3 項（ a）及び（ b）の後の合意・
慣行は、とくに当事国の合意の存否の判断についてとても厳格に解釈されてい
ることが明らかになった。  
 第 4 節では、条約を解釈時に照らして解釈する方法としての後の慣行が、条









 既にみたように、通航権事件で ICJ は、第 31 条 3 項（b）の意味における後
の慣行は、条約を解釈時に照らして解釈し得る方法であることを示した。けれ
ども、以上の検討に照らすならば、条約を解釈時に照らして解釈する方法とし
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第 3 章 発展的解釈の論理と条件                   
―条約解釈基準時としての解釈時（2）― 270 
 
















項）、第 1 段階の推論（第 2 項）と第 2 段階の推論（第 3 項）を区別し分析を
加えていく。  
 







と成立以後（第 2 項）を分けて、検討していく。  
 
                                                        
270 本章の内容は、Osamu Inagaki, “Evolutionary Interpretation of Treaties Re -
examined: Two Stage Reasoning,”  Journal of International Cooperation Studies,  
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271 McNair, supra  note 98, p.467. 
272 Ibid .  
273 Ibid .  
274 Affaire des biens britanniques au Maroc espagnol (Espagne contre Royaume -Uni),  
Residence at Rio-Marin Case , 29 December 1924, Reports of International Arbitral 
Awards,  Vol.II, pp.722-727; Annual Digest of Public International Law Cases, Years 
1923 to 1924 ,  (1933), pp.19-21. 
  
 

















２．条約法条約の起草過程（1964-66 年）  




                                                        
275 Reports of International Arbitral Awards , Vol.II, p.725. 
276 McNair, supra  note 98, p.468. 
277  近時の研究においても、このスペイン領モロッコにおける英国の財産事件
を発展的解釈の先駆として位置づける見 解が存在する（ Eirik Bjorge, The 








（Décrets de nationalité promulgués en Tunisie et au Maroc , Advisory Opinion, 7 
February 1923, P.C.I.J., Series B, No.4 ,  p.24）。なお、この勧告的意見に、フー
バーは PCIJ の裁判官として参加しており、それが、スペイン領モロッコにおけ
る英国の財産事件における上記判断にも影響を与えたとも推測される。  
278 条約法条約第 31 条 3 項（ c）の成立に焦点を当てた、条約解釈規則の起草
過程先行研究として、松井「前掲論文」（注 2）111-116 頁；堀見裕樹「条約
解釈における『国際法の関連規則に関する』一考察（ 1）」『法学』第 77 巻第
2 号（2013）131-148 頁。  
  
 





（１）1964 年の審議  
最初に検討しなければならないのは、やはり、時際法に関する 1964 年のウォ
ルドック第 3 報告書第 56 条である。再度引用すれば、同条は以下とおりであ
る。  
 
第 56 条 時際法  
  1．条約は、それが作成された時に効力を有していた法に照らして解釈す
る。  
  2．第 1 項に従うことを条件に、条約の適用は、それが適用される時に効
力を有している国際法の規則によって規律（ governed）される 279。  
 
同条第 1 項が時際法の第一の側面を法典化したものであったことは、既に第 1










して問題となるのは、第 1 項と第 2 項がいかなる関係にあるのかということで
ある。ウォルドックもこの関係性に困難を抱えていることを認めており、既に
第 1 項の規則の証拠として提示した、グリスバダルナ事件と北大西洋岸漁業事
件 282の例を用いて、その説明を試みている。  
 まず、グリスバダルナ事件についてである。ここでウォルドックは、第 2 項
の規定に反して、国際法の一般規則が垂直線原則から等距離原則に変化は、同
 
                                                        
279 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, pp.8-9. 
280 第 1 章第 2 節第 1 項参照。  
281 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.9, para.4（強調
原文）。  
282 これら事例については、第 1 章第 2 節第 2 項参照。  
  
 





もたらすことを当事国によって意図された 283」からだと答えている。  
 また北大西洋岸漁業事件に関しても、同様に、同事件で問題となった 1818 年





















十分に説明を行なっていないが、以上ことは、第 2 項の冒頭の「第 1 項に従う
ことを条件に」という文言の意味するところなのかもしれない。  
 それでは、この第 56 条は、 ILC の委員からどのように受け止められたのか、
みていこう。ILC の委員からは、特に第 1 項と第 2 項の関係性の問題を中心に、
賛成する意見や批判的な意見が表明された。より具体的には、「解釈」と「適
 
                                                        
283 Yearbook of the International Law Commiss ion,  1964, Vol.II, p.10, para.5．  
284 Ibid.  
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285 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p.33, para.6 
(Verdross); p.34, para.11 (Jiménez de Aréchaga). 
286 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p.35, para. 2 
(Cestrén); p.35, para.7 (Tabibi); p.36, para.18 (Elias).  
287 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p. 37, para. 27 (de 
Luna); p.38, para. 40 (Briggs); p.39, para.54 (Lachs).  
288 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p.37 paras 28 and 
32 (de Luna); p.39, para. 53 (Ago); p.39, para. 54 (Lachs).  
289 例えば、Rosalyn Higgins, “Some Observations on the Inter -Temporal Rule in 
International Law,” in Jerzy Makarczyk (ed.), Theory of International Law at the 
Threshold of the 21 s t  Century  (Kluwer Law International, 1996), p.179；松井「前
掲論文｣（注 2） 117 頁。  
290 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p.34, para.10.  
291 Ibid. , p.34, para.11 
  
 



















293。そして、ウォルドックは、第 56 条 1 項を基にして、条約解釈の「一般規
則」を扱う第 70 条 1 項（b）を、第 56 条 2 項を基にして、「後の慣習法叉は条





                                                        











293 Ibid. , p.40, para.64.  
294 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, pp.52-53. 
295 第 1 章第 2 節参照。  
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は以下のように規定する。  
    
   第 73 条 後の慣習法叉は条約の解釈に関する合意の効果  
   第 70 条及び 71 条の下での条約の用語の解釈はいつでも、以下のものを
考慮する―  
   (a) 条約の主題に影響を与える後の国際慣習法規則の出現であって、す
べての当事国を拘束するもの；  
      (b)  すべての条約当事国の間の後の合意であって、その主題に関係する
もの；  
   (c)  条約に関係する後の慣行であって、条約の拡張叉は修正についてす






が、第 56 条 2 項とは異なり、注目される点である。  
 この草案に関して、ILC の委員は、どのように受け止めたのだろうか。まず、





く、前者の意見（削除する意見）は、第 73 条（ a）によってカバーされている




                                                        
296 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.53.  
297 Ibid. , p.61, para.31.  
298 Ibid. , p.61, para.32.  
299 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.I, p.278, para.47 
(Tunkin); pp.280-281, para.81 (Ago).  
300 Ibid. , p.279, paras.56-57 (Yasseen); p.281, para.93 (Yasseen).  
301 Ibid. , p.279, para.57.  
302 Ibid. , p.282, para.94.  
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多く出た 303。ウォルドック自身もその必要性を認め 304、第 70-73 条は起草し直
されることとなった 305。  
 そこでウォルドックは、第二次草案を起草し、第 769 会合に提出した。二次
草案では、第 70 条第 1 項（b）には大きな変更は加えられなかったが、その「締
結時に効力を有していた」という文言には、ブラケットが付されていた 306。こ
れに対して、これまで第 73 条とされていた条項は、「後の条約、後の慣行叉は
後の慣習法による条約の修正」を扱う第 69 条 A となった 307。 ILC 委員の間で




たまま、第 69 条として暫定採択された。他方、第 69 条 A に関しては、時際法
の観点からの議論はなされず、また（ b）の「黙示の（ tacit）」という文言が削
除されただけで、第 68 条として暫定採択された。  
 それでは暫定採択された条文に付された ILC のコメンタリーをみていこう。
まず第 68 条の（ c）に関しては、時際法の第二の側面を条約法に適用したもの





                                                        
303 Ibid. , p.296, para.35 (Verdross); p.296, para.37 (de Luna); p.297, para.44 
(Yasseen); p.297, para. 48 (Tunkin).  
304 Ibid. , p.296, para.39.  
305 Ibid. , p.298, para.56 (Chairman).  
306 Ibid. , p.309, para.3.  
307 第二次草案第 69 条 A は以下のように規定する（ ibid .）。  
「第 69A 後の条約、後の慣行叉は後の慣習法による条約の修正  




更（ alteration)や拡張について黙示の合意を確立するもの；叉は  
（ c）条約で扱われている事項に関係する新たな慣習法規則の後の出現
であって、全ての当事国を拘束するもの。」  
308 Ibid. , p.310, para.8 (Tunkin); p.311, para.27 (Ago).  
309 Ibid. , p.310, para.11 (Yasseen); p.312, para.28 (Yasseen); p.312, para.31 (de 
Luna); p.312, para.36 (Amado).  
310 Ibid. , p.311, para.26.  
311 Yearbook of the International Law Commission ,  1964, Vol.II, p.198, para.3.  
  
 












3 報告書第 56 条の議論において、アレチャガ委員や鶴岡委員が述べた考えが、
ここで「多数派」の考えとして採用されているのである。このように、1964 年
の ILC の審議では、一方で時際法の第一の側面と第二の側面を反映する解釈規





（２）1966 年の審議  
 次に 1966 年の審議の動向をみてみよう。この年、ウォルドックは、 1964 年
に暫定採択された条文に対する各国政府の意見を踏まえて、第 6 報告書を提出
している。最初にその内容を概観しよう。まず、第 68 条に関してであるが、
（ a）項は、「両立しない規定を有する条約の適用」を扱う第 63 条でカバーさ
れていることから削除し、また、（ c）項に関しても、時際法については条約解
釈（第 69 条）の文脈で再考されるべきことから本条では削除が望ましいとし、
結局、第 68 条には後の慣行による条約の修正のみを残すことを提案した 313。  







                                                        
312 Ibid. , p.203, para.11.  
313 Yearbook of the International Law Commission,  1966, Vol.II, p. 91, para.15.  
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ある。そのため、ある特定の場合において、用語を何時の時点の国際法に照ら
して解釈するという問題には明文では答えずに、同条 1 項の「誠実（ good faith)」
に委ねるのが適切であるとした 314。もう一つは、ギリシャ政府の見解である。
ギリシャ政府も、「締結時に効力を有していた」という文言は、「いわゆる発
展的解釈を排除する効果を持つ」として、批判的であった 315。  
 これらの意見を受けて、ウォルドックは、以下の二つ選択肢を提示する。一












をすべて削除し、「時際法の適用を黙示に委ねる 318」後者の選択肢を提案する。  









                                                        
314 Ibid. , p.92; p.97, para.11; pp.322-323, para.29. 
315 Ibid. , p.93; p.97, para.11; U.N.Doc. A/C.6/SR.845 (11 October 1965), para.42.  
316 Ibid. , p.97, para.13.  
317 Ibid .  
318 Ibid . なお、松井「前掲論文」（注 2）114 頁は、この点を重視する。  
319 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.I, Part II, p.187, 
para.33 (Briggs); p.192, para.92 (Bartoš); p.197 para.53 (Yasseen).  
320 例えば、 Ibid. , p.185, para.10 (de Luna); pp.188-189, para.50 (Castrén); p.190, 










   用いられた用語が固定された内容を持つものと意図されていたか、ある
いは法の発展に従って意味が変化するものと意図されていたかという問
題は、当事国の意思を解釈することによってのみ決することが出来る。
厳密に言うならば、この問題は、時際法の問題ではない 321。  
 
このような流れで、条約法条約の条文草案からは、条約解釈における時間的要
素の規定はなくなり、条文草案第 27 条 3 項（ c）（条約法条約第 31 条 3 項（ c）
に相当）となる。同条の ILC のコメンタリーは、時間的要素が削除された経緯
とともに、「時間的要素（ temporal element）の正しい適用は、用語の誠実な解
















                                                        
321 Ibid. , p.199, para.9.  
322 Yearbook of the International Law Commission ,  1966, Vol.II, p.222, para.16.  
323  パルマス島事件における時際法を、条約解釈の問題に類推的に適用するこ
とが真に妥当であるか否かには、議論がある。それに否定的な見解として、R. 





























第 2 項 条約法条約成立以後  
１．ナミビア事件 ICJ 勧告的意見（1971 年）  
 条約法条約の起草過程において、その理論的可能性が認識された発展的解釈
であるが、その後程なくして、実際の国際裁判で適用されることとなった。そ






                                                        
324 松井「前掲論文」（注 2）117-119 頁、R. Higgins, ibid. ,  p.181。  
325 Legal Consequences for States of the Continued Presence of South Africa in 
Namibia (South West Africa) notwithstanding Security Council Resolution 276 
(1970), Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1971 ,  p.16. 
326 Oliver Dörr, supra  note 96, p.534, para.25．  
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第 22 条 6 項に基づく、南アフリカによる南西アフリカ（ナミビア）の委任統治
に関する事件である。南アフリカが委任状に違反して南西アフリカの統治を行
なっていることについて、国連総会は、 1966 年に決議 2145（XXI）を採択し、
南アフリカとの間の委任状の終了を決定した 327。そして安全保障理事会（以下、
「安保理」と略）は、1970 年、決議 276 を採択し、「ナミビアにおける南アフ
リカ当局の引き続きの存在は違法であり、その結果、委任状終了後に南アフリ
カがナミビアに代わってまたは関してとったあらゆる行為は、違法かつ無効で
ある」と宣言した 328。同年、安保理は、この決議の法的帰結について ICJ の勧
告的意見を要請した。すなわち、「安保理決議 276（1970）にも関わらず、南ア
フリカがナミビアに引き続いて存在することの諸国に対する法的効果はどのよ
うなものか」と 329。  
この勧告的意見において、発展的解釈が問題となったのは、連盟規約第 22 条
第 1 項の「文明の神聖なる使命（ a sacred trust of civilization） 330」という文言
の解釈についてであった。この解釈問題は、裁判所が連盟規約第 22 条 6 項の C
式委任統治（南西アフリカの委任統治もこれに含まれる）の性質を明らかにす
る文脈で検討がなされた 331。以下、その一連の論理展開を追ってみよう。  
南アフリカは、書面手続において、国際連盟規約第 22 条の起草過程に大幅に
依拠して、C 式委任統治の実際の効果は、併合（ annexation）と大きく異なるも





                                                        
327 U.N. Doc. A/Res/2145 (XXI) (27 October 1966), para.4.  
328 U.N. Doc. S/Res/276 (30 January 1970), para.2  
329 U.N. Doc. S/Res/284 (29 July 1970), para.1.  







331 I.C.J. Reports 1971 ,  pp.27-32, paras.42-52. 
332  Ibid. ,  p.28, para.45. ま た こ の 主 張 の 詳 細 に つ い て は 、 Pleadings, Oral 
Arguments, Documents, Legal Consequences for States of the Continued Presence of 
South Africa in Namibia (South West Africa) notwithstanding Security Council 
Resolution 276 (1970), Vol.I Request for Advisory Opinion, Documents, Writte n 
Statements, pp.551-552, paras.23-24; p.582, para.82 などを参照。  
  
 

































                                                        
333 I.C.J. Reports 1971 ,  pp.28-29, para.46. 
334 Ibid. , pp.29-30, paras.47-49. 
335 Ibid. , p.30, para.49.  
336 Ibid. , p.30, para.50.  
337 Ibid. , p.31, para.52.  
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は、神聖なる使命の究極的な目的が関係人民の自決と独立であることを




























                                                        
338 Ibid. , p.31, para.53.  
339 I.C.J. Reports 1971 ,  p.32, para.54. 
340 South West Africa, Second Phase, Judgment, I.C.J. Reports 1966 ,  p. 6 
341 Ibid. , p.34, para.51.  
342 Ibid. , p.34, paras.49 and 51.  
343 Ibid. , p.34-35, paras.52 and 54.  
344 松井「前掲論文」（注 2）110-111 頁、桜井利江「『文明ノ神聖ナル使命』
の意味変化」山本草二ほか編『国際法判例百選』（有斐閣、 2001）94-95 頁。  
  
 


































                                                        
345 I.C.J. Reports 1966 ,  p. 23, para.16 and pp.47-48, paras.89-91. 
346 I.C.J. Reports 1971 ,  p.28, para.45. 
347 松井芳郎「現代世界における紛争処理のダイナミックス―法の適用と創造
の交錯」『世界法年報』第 25 号（2006）7 頁。  
  
 




２．万国国際法学会における時際法に関する検討（1973-75 年）  
万国国際法学会では、 1973 年から 1975 年にかけてデンマークの国際法学者
であるマックス・ソーレンセン（Max Sørensen）を報告者として、「国際公法に





んでいるのが、固定化された内容への参照（ renvoi à contenu fix）なのか、変動















                                                        
348  ソーレンセンは、以下の三つの報告書を公表している。 Max Sørensen, 
“Exposé préliminaire présenté par Max Sørensen,” Institut de Droit Interanational 
Annuaire,  Vol.55 (1973), pp.50-66; Max Sørensen, “Rapport proviso ire présenté M. 
Max Sørensen,” Institut de Droit Interanational Annuaire ,  Vol.55 (1973), pp.1-49; 
Max Sørensen, “Rapport définif présenté par Max Sørensen,”  Institut de Droit 
Interanational Annuaire ,  Vol.55 (1973), pp.85-100.またこの万国国際法学会の検
討に関する先行研究として、さしあたり佐藤『前掲書』（注 221）480-484 頁、
皆川「前掲論文」（注 2）344-345 頁。  
349 Max Sørensen, “Rapport définif présenté par Max Sørensen,”  Institut de Droit 
Interanational Annuaire , Vol.55 (1973), p.90. 
350 Ibid. , p.91. 
351 Ibid. , pp.92-93. 
352 Ibid. , p.89 and 93. 
  
 








   条約の規定が法的叉はその他の概念を定義することなく参照している場
合はいつでも、当該概念が、その規定が起草された時点で理解されるべ
きか叉はその適用の時点で理解されるべきか決定するために、通常の解
釈の方法（méthodes habituelles d’ interprétation）に訴えることが適当であ
る。あらゆる条約の解釈は、適用時点で当事国に適用される関係する国
















３． ILC 国際法の断片化研究部会での検討（ 2002-06 年）  
 次に、 ILC の国際法の断片化研究部会での作業について検討しよう。この研
究部会は、コスケニエミ（Martii Koskenniemi）を議長として、国際法の断片化
（ fragmentation）に対する処方箋として、「体系的統合（ systemic integration）」
というキーワードの下、条約法条約第 31 条 3 項（ c）に関する検討を行った。
 
                                                        
353 Institut de Droit Interanational Annuaire ,  Vol.56 (1975), p.538. 
354 前掲注 321 とその本文における引用参照  
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355 Conclusions of the work of the Study Group on the Fragmentation of 
International Law: Difficulties arising from the Diversification and Expansion of 
International Law ,  U.N.Doc.A/61/10 (2006), p.415, para.22.  
356 Report of the Study Group of the International Law Commission Finalized by 
Martti Koskenniemi ,  U.N.Doc.A/CN.4/L.682 (13 April 2006), p.242, para.478.  
357 Ibid . , pp.242-243, para.478. 
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合の三つを挙げている 358。  










る。他方で、 ILC は、あくまで条約法条約第 31 条 3 項（ c）の解釈論として、
以上のような議論をしていることを忘れてはならない。  
 
４．通航権事件 ICJ 判決（2009 年）  
 最後に検討するのは、これまでも各所で触れてきた、通航権事件 ICJ 判決 359
である。これまで、本事件の詳しい事実関係について触れてこなかったので、
まずここで、概観しておくことにしたい。  














                                                        
358 U.N.Doc.A/61/10 (2006), pp.415-416, para.23. 
359 Dispute regarding Navigational and Related Rights (Costa Rica v. Nicaragua), 
I.C.J. Reports 2009 ,  p.213．  
360 Ibid. , pp.230-231, paras.24-26. 
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本事件において、特に問題となったのは、 1858 年条約第 6 条の解釈である。











所の応答が、序章で引用した判決の第 63 パラグラフと第 64 パラグラフなので



















                                                        
361 Ibid. , pp.240-241, para.58. 
362 Ibid. , p.241, para.59.  
363 前掲注 22 とその本文参照。  
364 I.C.J. Reports 2009 ,  p.242, para.64.  
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366 Julian Arato, supra  note 2, p.452．  
367 具体的意思と抽象的意思の区別に関しては、George Letsas, A Theory of 
Interpretationof the European on Human Rights  (Oxford University Press, 
papaerback edition, 2009), pp.70-72; E. Bjorge,  supra  note 4, pp.62-63; 岡田「前
掲論文」（注 2） 134-135 頁参照。なお、この区別は、法哲学者ドゥウォーキ
ン（Ronald Dworkin）がもともとアメリカ憲法の解釈理論の文脈で行ったもの
をレツサス（George Letsas）が国際人権法に導入したものである。  
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って、発展的解釈の適用事例を検討していく（第 2 項及び第 3 項）。  
 


























                                                        
368 J. Arato, supra  note 2, p.465. 
369 Ibid.  
370 Ibid. , pp.466-467. 
  
 







述べて、より直截的に発展的解釈 371の二段階構造を認めている。  
 

























                                                        
371 ただし、デールは、本稿がいうところの発展的解釈を、「動態的アプロー
チ」、「動態的解釈」、「発展的解釈」などと相互互換的に用いている。  
372 O. Dörr, supra  note 96, p.535, para.26. 
  
 


































                                                        
373 Institut de Droit Interanational Annuaire ,  Vol.56 (1975), p.538. 
374 U.N.Doc.A/CN.4/L.682 (13 April 2006) p.242, para.478.  
375 J. Arato, supra  note 2, pp.466-467. 
  
 







第 2 項 第一段階の推論の分析  


















際連盟規約第 22 条 1 項の「文明の神聖な使命」という文言の解釈が問題となっ
た。裁判所は、この文言について、「静的ではなく、本質的に発展的 378」であ
 




（ J. Arato, supra  note 2, pp.467-476.）。またディステェファノは、発展的解釈
の根拠を、本質的に発展的な用語、当事国意思、趣旨及び目的の三つに区別し
ている（G. Distefano,  supra note 2 , pp.389-396.）。  
377 本章第 2 節第 1 項 2．参照。  
378 Legal Consequences for States of the Continued Presence of South Africa in 
Namibia (South West Africa) notwithstanding Security Council Resolution 276 
(1970), Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1971 ,  p.31, para.53. 
  
 













の発展と国際環境法の新たな規範の発展は、条約法条約第 62 条 381にいう事情







   さらに、〔 1977 条約の―稲垣注〕第 15 条、19 条及び 20 条の規定の仕方
（ formulation）は、変化を取り込むように作られているため、これら条
約の条項を実施する際に当事国は、そのような発展を考慮しそれらを適




らに、ハンガリーの上記②の主張についても、 1977 年条約第 15 条、19 条及び
 
                                                        
379 Ibid.  
380 Gabčíkovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia), Judgment, I.C.J. Reports 
1997 ,  p.7. 
381 条約法条約第 62 条は、いわゆる事情の変更原則を規定する。  
382 I.C.J. Reports 1997 ,  pp.59-60, para.95, p.64, para.104. なお、ハンガリーは、
この国際環境法の発展のみならず、社会主義体制が市場原理にとって変わられ
たことなど、その他の事情の「根本的な変化」も挙げている。  
383 Ibid. , p.62, para.97. 
384 Ibid. , p.65, para.104.  
  
 






   条約に発展する条項を挿入することによって、当事国は、事業を適合さ
せる潜在的な必要性を認めた。結果的に、この条約は、静的なものでは





ければならない」とし、「これは、条約 15 条及び 19 条の文言によって許容さ
れているだけでなく、これらの条項が、ドナウ川の水質の維持と自然の保護す
る継続的な、従って必然的に発展する義務を課している限りにおいて、要請さ
えされているのである 386」と判示した。  
 このようにガブチコヴォ・ナジマロシュ事件においても、裁判所は、1977 条
約の特に 15 条、 19 条、20 条の文言から、当事国がそれに変化し得る意味を付
与したという意思を認定したとみることが出来るであろう。この意味において、
本事件は、ナミビア事件勧告意見で裁判所が採ったアプローチを踏襲している







らはずれる。けれども、本件で ICJ が示した推論は、1986 年のブルターニュ号





                                                        
385 Ibid. , pp.67-68, para.112. 
386 Ibid. , pp.77-78, para.140. 
387 P. Dupuy, supra  note 2, p.129. 
388 Aegean Sea Continental Shelf , I.C.J. Reports 1978 , p.3. 
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389 議定書第 39 条 1 項及び 2 項は、「国際法上専ら国家の管轄に属する問題
に関する紛争」（第 39 条 2 項（b））や「特定の事件若しくは領域的地位など
明確に特定された主題に関する紛争、叉は明確に定められた範疇に該当する紛
争」（第 39 条 2 項（ c））などを議定書に定める手続から除外する留保を付す
ことを認めていた。  
390 I.C.J.  Reports 1978 ,  para.39. ただしトルコは、公式的には訴訟手続に参加し
ておらず、この主張を裁判所に対する書簡の中で表明していた。  
391 Ibid. , pp.20-21, para.48. 
392 本件については第 1 章 2 節 2 項参照。  
393 I.C.J.  Reports 1978 ,  p.32, para.77. 
394 Ibid.  
  
 






ら 396、結論的に当該表現は、「 1931 年に存在した国際法規則ではなく、今日存


















して、当事国は、それら用語に発展する意味（ an evolving meaning）を持
たせること意図したものと推定しなければならないとの考えに基づいて
いる 399。  
 
その上で、裁判所は、第一に 1858 年条約第 6 条の「通商」という文言は、総称
 
                                                        
395 Ibid .  
396 Ibid. , pp.31-32, para.76. 
397 Ibid. , pp.33-34, para.80. 
398 本件の事実関係については、第 3 章第 2 節第 2 項 5．「通航権事件 ICJ 判
決」参照。  
399 Dispute regarding Navigational and Related Rights (Costa Rica v. Nicaragua), 
I.C.J. Reports 2009 ,  p.243, para.66.  
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 けれども ICJ の発展的解釈の実行は、概ね問題となる用語の文言の性質から
当事国意思を見出す（推定する）というアプローチを採ってきたといえる。こ





合に環境影響評価を行う必要性と規程第 41 条（ a）及び（b）405に規定される義
 
                                                        
400 Ibid. , p.243, para.67.  
401 Ibid. , pp.243-244, paras.67-69. 
402 Ibid. , p.244, para.70.  
403 Pulp Mills on the River Uruguay (Argentina v. Uruguay), Judgment, I.C.J. 
Reports 2010 ,  p. 14.  
404 同事件において ICJ が発展的解釈を用いたとみる見解として、酒井ほか
『前掲書』（注 88）285 頁〔濵本正太郎執筆箇所〕。  
405 規程第 40 条（ a）及び（ b）は以下のように規定する。  
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務との関係についてである。裁判所は、「当事国が 1975 年規程第 41 条（ a）及
び（b）の義務を遵守するためには、彼らは、越境損害を引き起こす可能性のあ
る活動に関して水環境を保護及び保全するために、環境影響評価を実施しなけ
ればならない 406」とする。そして、 2009 年の通航権事件判決の第 64 パラグラ























                                                        
     （1）水汚染を防止するため効力を有する技術的要件  
     （2）違反のために制定された罰則の厳格さ；  
（ c）･･････」  
406 I.C.J. Reports 2010, pp.82-83, para.204. 
407 通航権事件判決第 64 パラグラフは、序章参照。  
408 I.C.J. Reports 2010, p.83, para.204. 
409 この点に関連して、裁判所は、別の箇所で、第 41 条の義務の性質につい
て、「一般的な義務（ obligations d’ordre général）」と評価していた
（ ibid.,p.80, para.90）。  
410 Ibid. , p.82, para.203.  
411 Case concerning Filleting within the Gulf of St. Lawrence between Canada and 
  
 





1972 年に両国が締結した漁業協定（以下、「 1972 年協定」と略）は、第 4 条
において、フランス領セントピエール・ミクロン島所属のフランス漁船にカナ
ダのセントローレンス湾などでの漁業に従事することを認めていたが、同条約
























                                                        
France Decision of 17 July 1986, Reports of International Arbitral Awards ,  Vol.19, 
pp.225-296; International Law Reports , Vol.82 (1990), pp.590-670. 
412 International Law Reports ,  Vol.82 (1990), p.617, para.35.  
413 Ibid. , p.618, para.35.  
414 Ibid. , p.619, para.37.  
415 Ibid .  
416 Ibid. , p.628, para.51.  
  
 













大陸棚の範囲について、裁判所は、1960 年当時 200 メートルの等深線と開発可
能性という二つの決定基準があり 418、後者の基準は、技術の発展に依存し変動
するので、「動態的な概念（ conception dynamique） 419」と評価している。その
ため裁判所は、1960 協定が、「当事国の間で現時点で（ at present）大陸棚と定














                                                        
417 本事件の事実関係については、第 1 章 3 節 2 項を参照。  
418 大陸棚に関する条約第 1 条参照。  
419 Case concerning the delimitation of maritime boundary between Guinea -Bissau 
and Senegal, Decision of 31 July 1989,  Reports of International Arbitral Awards ,  
Vol.20, p.152, para.85.  
420 Ibid.  
421 United States- Import Prohibition of Certain Shrimp and Shrimp Products, 
Report of the Appellate Body ,  WT/DS58/AB/R (12 October 1998).  
  
 












国の主張を否定する 424。その上で、上級委員会は、第 20 条の文言が起草された
のは 50 年以上も前のことであるが、それは、環境の保護及び保全についての現
代的な関心の観点から読まれなければならないと指摘し、1994 年の WTO 協定
の前文が持続可能な発展という目的を明示的に承認していることを強調する
425。そして、上級委員会は、「WTO 協定の前文に体現される観点からわれわれ
は、第 20 条の『天然資源』という総称的用語（genric term）は、その内容又は
参照（ reference）において『静態的』ではなく、むしろ『本質的に発展的』であ










                                                        
422 GATT 第 20 条（ g）は以下のように規定する。  





423 WT/DS58/AB/R (12 October 1998) , pp.46-47, para.127. 
424 Ibid. , p.47, para.128. 
425 Ibid . , p.48, para.129.  
426 Ibid. , p.48, para.130, see also footnote 109.  
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判断する文言アプローチが採られていると見ることができる。けれども、同時











楽録音流通サービス（ Sound Recording Distribution Services）」には、物理的な
形態のもののみならず、特に電子的な方法などの非物理的な形態によるものも
含まれるかということであった 429。これについて中国は、GATS の趣旨及び目















                                                        
427 目的論的アプローチについては、本項 2．参照。  
428 China –  Measures Affecting Trading Rights and Distribution Services for 
Certain Publications and Audiovisual  Entertainment Products, Report of yhr 
Appellate Body ,  WT/DS363/AB/R (21 December 2009). 
429 Ibid. , p.142, para.338．  
430 Ibid. , p.22, para. 47.  
431 Ibid. , p.161, para.396.  
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る 432。このようにして上級委員会は、中国の主張を退けて「音楽録音流通サー
















ンダの紛争である。両国は、 1839 年の分離条約（以下、「 1839 年条約」と略）





能であることが合意された 436。そして 1873 年、両国は、鉄のライン条約を締結
 
                                                        
432 Ibid. , p.161, para.397. 
433 Ibid. , p.162, para,398.  
434 Award in the Arbitration regarding the Iron Rhine (“Ijzeren Rijn”) Railway 
between the Kingdom of Belgium and the Kingdom of the Netherlands, decision of 
24 May 2005, Reports of International Arbitral Awards ,  Vol.27, pp.35-125. 








436 Ibid. , p.59, para.36.  
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し、鉄道の建設が始まり、1879 年に鉄のラインは完成した 437。1879 年から第一
次世界大戦まで鉄のラインは継続的に利用されていたものの、その後利用は減
り、1991 年以降はオランダの一部区間を除き、利用されなくなった 438。他方、




 本事件で特に争われたのは、1839 年条約第 12 条が鉄のラインの再活性化及
び近代化の事業に適用されるのかという問題である。この問題に関して、オラ
ンダは、かなりの近代化を必要とする程度において「新たな」鉄道であるから、
1839 年条約 12 条の意味における鉄道の「延伸」に該当すると主張する 439。こ
れに対してベルギーは、鉄のラインは 1870 年代に延伸しすでに存在するもの
であるから、この再活性化は第 12 条にいう「延伸」の要求ではないと主張して
いた 440。  
 この問題について裁判所は、以下のようなやや複雑な推論を展開している。
まず裁判所は、条約法条約第 31 条 3 項（ c）を明示的に参照し、「国際法の関
連規則」としての時際法規則（ intertemporal rule）に着眼する。時際法規則は、













                                                        
437 Ibid. , p.48, para.18.  
438 Ibid. , pp.48-49, para.19. 
439 Ibid. , p.71, para.71. 
440 Ibid. , p.71, para.74.  
441 Ibid. , p.73, para.79. 
  
 






   しかしながら、ここにおいても、条約の趣旨及び目的の観点から実効的
な条約の適用を確保する、発展的解釈（ evolutive interpretation）が、時際























                                                        
442 Ibid .  
443 Ibid. , p.73, para.80.  
444 岩石順子「『鉄のライン川』鉄道事件（ベルギー /オランダ）」『上智大学
法学論集』第 57 巻 4 号（2014）392 頁。  
445 Ibid. , pp.74-75, para.83-84. 
446 Ibid. , p.116, para.221. 
447 同様の評価として、 J. Arato, supra  note 2, p.473; G. Distefano, supra note 2, 
p.395; E. Bjorge, supra note 4, pp.118-119. 
  
 


















は、この司法的体罰（ judicial corporal punishment）が拷問を禁止する欧州人権










                                                        
448 R. Higgins, supra  note 289, pp.180-181; E. Bjorge, supra  note 4, pp.113-118
は、当事国意思が条約の趣旨及び目的から把握されることを説く。  
449 ECtHR, Case of Tyrer v. The United Kingdom, Application no. 5856/72, 
Judgment of 25 April 1978 .  
450 欧州人権条約第 3 条は、以下のように規定する（訳文は、戸波ほか編『前
掲書』（注 250） 490 頁による）。  
「何人も、拷問または非人道的なもしくは品位を傷つける取扱いもしくは
刑罰を受けない。」  
451 Case of Tyrer, supra  note 449, para.29. 
452 Ibid. , para.30. 
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453 Ibid. , para.31.  
454 Ibid. , para.35. 
455 門田孝「刑罰としての樺棒による殴打は、条約第 3 条に違反する―タイラ
ー判決―」戸波ほか編『前掲書』（注 250）136 頁。  
456 ECtHR, Case of Christine Goodwin v. The United Kingdom,  Application no. 
28957/95, Judgement on 11 July 2002 .  
  
 





極的義務（positive obligation）の存否が争われた。  




























                                                        
457 以上につき ibid. ,  paras.74-75. 
458 Ibid. , para.75. 
459 以下で見る自由権規約委員会以外にも米州人権裁判所や人種差別撤廃委員
会によって適用されている。人種差別撤廃委員会による発展的解釈について
は、Stephan Hagan v. Australia ,  Communication No.26/2002,  20 March 2003, 
CERD/C/62/D/26/2002 (14 April 2003)参照。  
  
 




























結時の 1966 年でも侵害の発生時の 1998 年でもなく、委員会がこの問題を検討
 
                                                        
460 Roger Judge v. Canada , Views adopted on 5 August 2003, 
CCPR/C/78/D/829/1998 (13 August 2003). また本件については、坂元茂樹「人
権条約の解釈の発展とその陥穽」芹田健太郎ほか編『講座国際人権法 1 国際
人権法と憲法』（信山社、 2006）163-173 頁に詳しい。  
461 以上につき、 ibid . ,  paras.1-2.8. 
462 Joseph Kindler v. Canada,  Views adopted on 30 July 1993, 
CCPR/C/48/D/470/1991 (11 November 1993), para.14.6.  
463 CCPR/C/78/D/829/1998 (13 August 2003) , para.10.3. 
464 Ibid . , para.8.9.  
465 Ibid. , para.10.7.  
  
 
 121 / 150 
 

























とし、最終的に欧州人権条約を「生きる法文書（ living legal instrument）」であ
 
                                                        
466 坂元「前掲論文」（注 460）171-172 頁。  
467 酒井ほか『前掲書』（注 88）295 頁〔濱本正太郎執筆箇所〕、さらに P. 
Dupuy, supra  note 2, p.134 も参照。  
468 Max Sørensen, “Do the Rights Set Forth in the European Convention on Human 
Rights in 1950 Have the Same Significance in 1975?,”  in Proceedings of the Fourth 
International Colloquy about the European Convention on Human Rights  (1976), 
reproduced in Professor, dr. jur. Max Sørensen: A Bibliography  (Aarhus University 





































                                                        
469 Ibid. , pp.27-28, p.54. 
470 Sir Humphrey Waldock, “The Evolution of Human Rights Concepts and the 
Application of the European Convention on Human Rights,”  in Mélanges offerts à  
Paul Reuter: Le droit international: unité  et diversité (Pedone, 1981),  p.542 and 
547. 
471 E. Bjorge, supra  note 4, pp.132-139. 
  
 


































                                                        
472 本章第 2 節第 2 項 5.「まとめ」参照。  
473 H. Thirlway, supra  note 72, p.118. 
474 岡田「前掲論文」（注 2）135 頁。  
  
 


























できる。裁判所は、明示的に条約法条約第 31 条 3 項（ c）を援用しているわけ





                                                        
475 Legal Consequences for States of the Continued Presence of South Africa in 
Namibia (South West Africa) notwithstanding Security Council Resolution 276 
(1970), Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1971 ,  p.31, para.53. 
476 Ibid. , p.31, para.52.  
477 堀見裕樹「条約解釈における『国際法の関連規則に関する』一考察（ 2･
完）」『法学』第 77 巻第 3 号（2013）90-91 頁。  
  
 















すると結論付けられ 479、裁判所は管轄権を否定した。  
そしてガブチコヴォ・ナジマロシュ事件判決における第二段階の推論を見て















                                                        
478 Aegean Sea Continental Shelf , I.C.J. Reports 1978 , p.34, para.80. 
479 Ibid. , p.37, para.90.  
480 Gabčíkovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia) , Judgment, I.C.J. Reports 
1997 ,  p.65, para.104. 
481 Ibid. , pp.67-68, para.112. 
482 Ibid. , pp.77-78, para.140. 
  
 








にしよう。この事件においては、1975 年のウルグアイ川規程第 41 条（ a）,（b）
が定める義務と環境影響評価の実施との関係性が問題となっていた。第二段階







上の義務を考慮する結果として、規程第 41 条（ a） ,（b）の義務を適切に遵守
するためには、環境影響評価を実施しなければならないという結論を導いたの













                                                        
483 Pulp Mills on the River Uruguay (Argentina v. Uruguay), Judgment, I.C.J. 
Reports 2010 ,  p.83, para.204. 
484 Ibid . , pp.82-83, para.204. 
485 Case concerning Filleting within the Gulf of St. Lawrence between Canada and 
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る。特に、沿岸国がその排他的経済水域において他国民に適用可能な規制事項







いる。その特徴は、条約法条約第 31 条 3 項（ c）が明示的に参照されているこ


















31 条 3 項（ c）を参照しつつ、国際環境法、特に発展が環境に重大な悪影響を
与え得る場合にそのような悪影響を防止し少なくとも緩和する義務を考慮に入
 
                                                        
486 Ibid . , p.630, p.52. 
487 Ibid. , p.638. 
488 Ibid . , p.627, para.49.  
489 Award in the Arbitration regarding the Iron Rhine (“Ijzeren Rijn”) R ailway 
between the Kingdom of Belgium and the Kingdom of the Netherlands, decision  
of 24 May 2005, Reports of International Arbitral Awards ,  Vol.27, p.75, para.83. 
  
 









（３）WTO 上級委員会  




















                                                        
490 Ibid . , p.66-67, paras.58-59. 
491 Ibid . , p.116, paras.222-223. 
492 United States- Import Prohibition of Certain Shrimp and Shrimp Products, 
Report of the Appellate Body ,  WT/DS58/AB/R (12 October 1998) , p.48, para.130 
493 Ibid. , pp.48-49, para.130. 
494 Ibid. , p.50, para.131. なお、ここで上級委員会は、GATT 時代のパネルの先


























ともに「母親は常に確定している（mater semper certa est）」という格言
を法的に全面的に承認する方向へと進化し、また進化を続けているとい






条約（1975 年採択、 1978 年発効）を参照して、「これら二つの条約の存在は、
現代社会の中のこの分野において、共通基盤となる明確な基準が存在すること
を意味する」と述べている 497。このことを一つの根拠として、マルクスに対す
る母子関係の確立の方法は、第 8 条とともに考慮される第 14 条に違反すると
結論された 498。  
 
                                                        
495 ECtHR, Case of Marckx v. Belgium, Application no. 6833/74, Judgement on  13 
June 1979 .  
496 Ibid . , para.41. 
497 Ibid . , see also para.20. 
498 Ibid. , para.43. 
  
 





























州人権条約第 11 条 505の下、公務員による労働組合を結成する権利が認められ
 
                                                        
499 Ibid. , para.20. 
500 ECtHR, Case of Demir and Baykara v. Turkey, Application no. 34503/97, 
Judgment on 12 November 2008 . 本件の事実関係は、第 2 章第 4 節参照。  
501 Ibid. , paras.61-62. 
502 Ibid. , paras.65-68. 
503 Ibid . , paras.69-85. 
504 Ibid. , para.86. 
505 欧州人権条約第 11 条は以下のように規定する（訳文は、戸波ほか編『前
  
 





た 506。この主張に対して、裁判所は、第 11 条 2 項の制約は権利の「行使」に限
定されるべきで、結成の権利を害してはならないと述べ、このことは、多数の
関係するヨーロッパ諸国の国際文書において裏付けられるとする。具体的には、
結社の自由を規定する自由権規約（1966 年採択、 1976 年発効）第 22 条が「行
政機関の構成員」を排除していないこと、労働者の団結権を保障する改定欧州
社会憲章（1996 年採択、1999 年発効）第 5 条が警察と軍隊以外の公務員の制限
を認めていないこと、また判決当時、法的拘束力を有していなかった 507欧州連
合基本権憲章（ 2000 年採択）第 12 条が全ての者に労働組合を結成する権利を
認めていることを考慮に入れている 508。その結果、裁判所は、「行政機関の構
成員」は、第 11 条の射程から排除されないと結論した 509。  
 以上のようにデミール事件でも後の国際法の発展が柔軟に考慮に入れられて
いる。注目されるのは、マルクス事件と同様に、被申立国のトルコに対して拘




                                                        
掲書』（注 250） 492 頁による。）。  










506 Case of Demir, supra note 500, para.89. 
507 欧州連合基本権憲章は、採択当初法的拘束力を有しなかったが、リスボン
条約第 6 条 1 項の規定により、 2009 年のリスボン条約の発効とともに法的拘
束力を持った。しかし、トルコが欧州連合の加盟国ではないため、同憲章がト
ルコに対して拘束力を持たないことに変わりはない。  
508 Case of Demir, supra note 500, paras.99-106. 
509 Ibid . , para.107. 
510 トルコは改定欧州社会憲章自体には批准しているが、同憲章は一定の条件
の下、拘束力を持つ条文を選択することを当事国に認めており（同憲章第 3 部
第 A 条）、トルコは第 5 条について選択していなかった。  
  
 


























を認めた上で 513、以下のように述べた。  
    
   したがって、たとえ「通商」という概念が今日、それが 20 世紀半ばに有
していた意味と同じではないと想定しても、1858 年条約を適用するため
に承認されなければならないのは、現時点での意味（ the present meaning）
 
                                                        
511 堀見「前掲論文（ 2・完）」（注 477）60 頁、Campbell McLachlan, supra  
note 12, pp.313-314. 
512 本事件の事実関係については、本章第 2 節第 2 項 5．「通航権事件 ICJ 判
決」参照。  
513 この第一段階の推論については、本節第 1 項 1．参照。  
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514 Dispute regarding Navigational and Related Rights (Costa Rica v. Nicaragua), 
I.C.J. Reports 2009 ,  p.244, para.70.  
515 Ibid. ,p.244, para.71.  
516 Gabčíkovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia) , Judgment, I.C.J. Reports 
1997 ,  p.65, para.104.  
  
 

































                                                        
517 Case concerning the Delimitation of Maritime Boundary Between Guinea-Bissau 
and Senegal, Decision of 31 July 1989,  Reports of International Arbitral Awards ,  
Vol.20, p.152, para.85.  
518 ECtHR, Case of Christine Goodwin v. The United Kingdom,  Application no. 
28957/95, Judgement on 11 July 2002 ,  paras.81-82. 
  
 






























                                                        
519 典型的には、R. Bernhardt, supra  note 1, p.22. 
520 ECtHR, Case of Dudgeon v. The United Kingdom, Application no. 7525/76, 
Judgment on 22 October 1981 ,  para.60. 
521 ECtHR, Case of Christine Goodwin v. The United Kingdom,  Application no. 
28957/95, Judgement on 11 July 2002 ,  para.85. 
522 First Report on Subsequent Agreements and Subsequent Practice in Relation to 
Treaty Interpretation by Georg Nolte, Special Rapporteur , U.N.Doc.A/CN.4/660 (19 
March 2013), pp.49-51, paras.129-134; p.55, para.144.  
523 U.N.Doc. A/68/10(2013), pp.47-48, paras.19-22. 
  
 







たしている。これは、条約法条約第 31 条 3 項（ c）の解釈適用と密接に関係す
る。国際司法裁判所では、概ね同条の範囲内で発展的解釈がなされてきたと思
われるのに対して、欧州人権裁判所などの他の司法機関では、未発効の条約や


























                                                        
524 この点については、O. Inagaki, supra  note 270, p.144 も参照。  
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にあり、条約法条約第 31 条 3 項（ a）（b）の後の合意・慣行に比べて、その援
用のための敷居は低いと考えられる 525。   
 
                                                        
525 この点、アラトが発展的解釈の証拠の基準は、相当に低いと評価していた
ことが想起される。See J. Arato, supra note 2, p.476．  
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明らかにした（第 4 節）。  









































































2014 年の南極捕鯨事件 ICJ 判決がどのように位置づけられるのかという問題が
ある。同判決において ICJ は、IWC が採択してきた諸決議を条約法条約第 31 条
3 項（ a）,（b）の意味での後の合意・慣行に該当しないと判断したにも拘らず、
協力義務（duty to cooperate）に基づいて ICRW 第 8 条の解釈に読み込んだ 529。
この意味で ICJ は、実質的に条約解釈時を基準時として ICRW を解釈したもの
と評価できるように思われる。この解釈を発展的解釈とみる見解もあるし 530、







                                                        
526 例えば、U. Linderfalk, supra  note 2, p.137. 
527 G. Fitzmaurice, supra  note 24, p.208. 
528 Whaling in the Antarctic (Australia v. Japan: New Zealand Intervening), 
Judgment of 31 March 2014 , paras.56-58. 
529 Ibid. , paras.83, 137 and 144.  
530 岡田「前掲論文」（注 2）116-119 頁。  
531 James Crawford, “Foreword,” in E. Bjorge, supra note 4, pp.v-vi. 
  
 


















                                                        
532 例えば山本草二『国際法〔新版〕』（有斐閣、 1994）612-613 頁は、主観
的解釈と客観的解釈を区別する。また一般的な法解釈論の観点から、青井秀夫
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